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一般会計

(1) 決算規模と実質収支の状況

(単位:千円)

　 　　区　分 歳入総額 歳出総額 

　年度・比較 (A) (B)

53,647,388 51,418,584

51,881,175 50,075,317

1,766,213 1,343,267

3.4% 2.7%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額]

・ 850,800 →

・ 303,232 →

・ 263,379 →

・ ▲ 310,000 →

・ ▲ 324,000 →

・ ▲ 606,100 →

○ 歳出 [増減額]

・ 1,078,180 →

・ 581,070 →

・ 181,886 →

・ ▲ 289,696 →

・ ▲ 336,200 →

・ ▲ 445,524 →

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

0

（本年度）

1,545,396

空調設備整備事業費

土地区画整備事業費

合併特例事業債 1,877,900 1,271,800

学校教育施設等整備事業債

（前年度）

1,078,188

(A)-(B)=(C)

2,228,804

1,805,858

422,946

23.4%

964,326

建物売払収入

所得割（個人） 8,779,435

実質収支額

(C)-(D)=(E)

1,751,282

1,413,944

337,338

477,522

391,914

85,608

21.8%

歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)

417,172

1,745,000

16,500
113,940

財政調整基金 1,182,920 737,396

9,042,814
2,055,000

地域振興基金繰入金

臨時財政対策債

桑名駅自由通路整備事業費

324,000

206,543

（前年度）

8

増 減 額

増 減 率 23.9%

（本年度）

867,300

 歳入について、法人市民税が減少した一方で個人市民税及び固定資産税が増加した結果、市税は前年度から２
億9,025万９千円増加し、223億4,087万３千円となった。また、令和元年10月から実施された幼児教育・保育の
無償化（以下「幼保無償化」という。）により、地方特例交付金である子ども・子育て支援臨時交付金が令和元
年度のみ交付され、地方特例交付金は前年度から２億4,922万７千円増加し、３億6,980万３千円となった。あわ
せて、国庫支出金は幼保無償化に加えて、ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金により、前年度から５億
1,244万９千円増加し、73億5,668万１千円となった。これらの要因により、歳入総額は、前年度に比べ17億
6,621万３千円、3.4％増加し、536億4,738万８千円となった。
 歳出については、平成30年４月桑名市総合医療センターの新病院開院による、病院整備費皆減に伴い、投資及
び出資金が前年度より３億3,620万円減少となった。また、財政調整基金の積立額が前年度比４億4,552万４千円
減少し、全体の積立金の額は、前年度比６億7,210万６千円減少した。一方、事業の進捗に伴い、桑名駅自由通
路整備事業費が２億8,969万６千円減少したが、空調設備整備事業費が新規で10億7,568万円計上されたことに伴
い、投資的経費は、前年度比で14億5,383万５千円増加した。結果歳出総額は、前年度に比べ13億4,326万７千
円、2,7％増加し、514億1,858万４千円となった。
　基金については、財政調整基金が前年度末から３億7,370万７千円増加し、45億8,988万５千円となったことな
どにより、令和元年度末の現在高は、前年度末から２億2,447万４千円増加し、106億1,938万３千円となった。
 令和元年度の決算については、行政改革の観点から、補助金の適正化、公民連携等の新たな手法の導入、ふる
さと応援寄附の推進や、使用料・手数料の見直しなど様々な取り組みを行い、限られた財源を有効活用した結
果、主な財政指標では改善傾向が継続しており、財政状況に一段と明るい兆しが見えてきた。
　しかしながら、今後については、合併算定替えによる特例措置が令和元年度で終了し、次年度から一本算定へ
移行することに伴い、普通交付税の減少が見込まれることに加え、新型コロナウイルス感染症の影響で、税収の
減少が予想されることから、本市の財政は厳しい状況になるものと見込まれる。また、新たな暮らし・社会環境
等の変化に伴い、行政は人々の暮らし、地域経済を守りぬくために変化し続ける必要性がより高まってきてい
る。本市では、令和２年度からスタートした桑名市総合計画後期基本計画の中で、ＳＤＧs（持続可能な開発目
標）を基本理念として掲げており、社会の変化をとらえ、従来の慣行や制度を見直し、持続可能な行政運営を目
標に、行政改革による歳出削減のみではなく、引き続き将来を見据えた投資により、社会や人々に必要とされる
政策や事業を進めていく必要がある。

2,328,797 2,039,101
病院整備費 336,200 0

防災拠点施設整備事業費 24,657

１
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(4) 歳入の款別一覧

(単位:千円)

　 　年度・比較 令 和 元 年 度 構 成 比 平 成 30 年 度 構 成 比 増 減 額 増 減 率

 区分・科目 (A) (B) (A)-(B)

 1 市税 22,340,873 41.6% 22,050,614 42.5% 290,259 1.3%

13 分担金及び
   負担金

1,685,488 3.1% 1,941,016 3.7% ▲ 255,528 ▲13.2%

14 使用料及び
   手数料

847,515 1.6% 836,591 1.6% 10,924 1.3%

17 財産収入 175,428 0.3% 703,632 1.4% ▲ 528,204 ▲75.1%

18 寄附金 426,833 0.8% 280,398 0.5% 146,435 52.2%

19 繰入金 1,289,079 2.4% 985,392 1.9% 303,687 30.8%

20 繰越金 1,805,858 3.4% 1,732,089 3.3% 73,769 4.3%

21 諸収入 567,353 1.1% 597,781 1.2% ▲ 30,428 ▲5.1%

 計 29,138,427 54.3% 29,127,513 56.1% 10,914 0.0%

 2 地方譲与税 411,635 0.8% 408,109 0.8% 3,526 0.9%

 3 利子割交付金 24,242 0.0% 53,318 0.1% ▲ 29,076 ▲54.5%

 4 配当割交付金 124,119 0.2% 107,467 0.2% 16,652 15.5%

 5 株式等譲渡
   所得割交付金

68,065 0.1% 86,591 0.2% ▲ 18,526 ▲21.4%

 6 地方消費税
   交付金

2,499,579 4.7% 2,565,961 4.9% ▲ 66,382 ▲2.6%

 7 ゴルフ場
   利用税交付金

44,453 0.1% 44,994 0.1% ▲ 541 ▲1.2%

 8 自動車取得税
   交付金

87,340 0.2% 155,916 0.3% ▲ 68,576 ▲44.0%

 9 環境性能割
　 交付金 21,773 0.0% 0 0.0% 21,773 皆増

10 地方特例
   交付金

369,803 0.7% 120,576 0.2% 249,227 206.7%

11 地方交付税 4,940,750 9.2% 4,711,619 9.1% 229,131 4.9%

12 交通安全対策
　 特別交付金

15,141 0.0% 15,493 0.0% ▲ 352 ▲2.3%

15 国庫支出金 7,356,681 13.7% 6,844,232 13.2% 512,449 7.5%

16 県支出金 3,244,180 6.1% 2,837,486 5.5% 406,694 14.3%

22 市債 5,301,200 9.9% 4,801,900 9.3% 499,300 10.4%

計 24,508,961 45.7% 22,753,662 43.9% 1,755,299 7.7%

合計 53,647,388 100.0% 51,881,175 100.0% 1,766,213 3.4%

＜主な増減＞ (単位:千円)

○ 自主財源 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 303,232 113,940 → 417,172

・ 263,379 8,779,435 → 9,042,814

・ ▲ 324,000 324,000 → 0

・ ▲ 256,043 296,694 → 40,651

○ 依存財源 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 850,800 16,500 → 867,300

・ 234,933 0 → 234,933

・ ▲ 310,000 2,055,000 → 1,745,000

・ ▲ 606,100 1,877,900 → 1,271,800

自

主

財

源

依

存

財

源

合併特例事業債

建物売払収入

土地売払収入

学校教育施設等整備事業債

子ども・子育て支援臨時交付金

臨時財政対策債

地域振興基金繰入金

所得割（個人）
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(5) 歳出の款別一覧

(単位:千円)

　 　年度・比較 令 和 元 年 度 構 成 比 平 成 30 年 度 構 成 比 増 減 額 増 減 率

 区分・科目 (A) (B) (A)-(B)

1 議会費 344,201 0.7% 330,571 0.7% 13,630 4.1%

2 総務費 5,828,110 11.3% 6,543,387 13.1% ▲ 715,277 ▲10.9%

3 民生費 17,717,648 34.5% 16,896,370 33.7% 821,278 4.9%

4 衛生費 4,695,197 9.1% 5,176,582 10.3% ▲ 481,385 ▲9.3%

5 労働費 90,600 0.2% 90,800 0.2% ▲ 200 ▲0.2%

6 農林水産業費 711,415 1.4% 723,484 1.5% ▲ 12,069 ▲1.7%

7 商工費 219,001 0.4% 304,890 0.6% ▲ 85,889 ▲28.2%

8 土木費 5,505,217 10.7% 5,025,380 10.0% 479,837 9.5%

9 消防費 3,086,707 6.0% 3,062,343 6.1% 24,364 0.8%

10 教育費 5,271,003 10.2% 4,194,013 8.4% 1,076,990 25.7%

11 公債費 6,109,987 11.9% 5,980,968 11.9% 129,019 2.2%

12 諸支出金 1,701,840 3.3% 1,745,112 3.5% ▲ 43,272 ▲2.5%

14 災害復旧費 137,658 0.3% 1,417 0.0% 136,241 著増

計 51,418,584 100.0% 50,075,317 100.0% 1,343,267 2.7%

＜主な増減＞ (単位:千円)

○ 総務費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 148,683 277,518 → 426,201

・ 58,935 13,824 → 72,759

・ ▲ 445,524 1,182,920 → 737,396

○ 民生費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 150,704 1,901,178 → 2,051,882

・ 126,928 0 → 126,928

・ ▲ 81,639 2,368,953 → 2,287,314

○ 衛生費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 34,896 1,637,665 → 1,672,561

・ ▲ 105,382 393,035 → 287,653

・ ▲ 336,200 336,200 → 0

○ 商工費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 4,702 17,133 → 21,835

・ ▲ 67,064 67,064 → 0

○ 土木費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 581,070 964,326 → 1,545,396

・ 83,543 39,421 → 122,964

・ ▲ 289,696 2,328,797 → 2,039,101

○ 消防費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 181,886 24,657 → 206,543

・ ▲ 123,010 177,480 → 54,470

○ 教育費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 1,078,180 8 → 1,078,188

・ ▲ 90,932 136,204 → 45,272

ふるさと応援基金

住民情報システム更新事業費

財政調整基金

空調設備整備事業費

防災行政無線整備費

児童手当給付費

病院整備費

桑名駅前公共複合施設管理費

子育てのための施設等利用給付費

橋梁長寿命化対策事業費

防災拠点施設整備事業費

施設型給付費

土地区画整備事業費

桑名駅自由通路整備事業費

桑名広域清掃事業組合負担金

私立幼稚園就園奨励費補助金

桑名・員弁広域連合負担金

観光振興事業費
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(6) 歳出の性質別分類

(単位:千円)

　 　年度・比較 令 和 元 年 度 構 成 比 平 成 30 年 度 構 成 比 増 減 額 増 減 率

 区分・科目 (A) (B) (A)-(B)

1 人件費 8,647,291 16.8% 8,809,558 17.6% ▲ 162,267 ▲1.8%

2 物件費 7,447,716 14.5% 6,985,493 14.0% 462,223 6.6%

3 維持補修費 494,266 1.0% 387,329 0.8% 106,937 27.6%

4 扶助費 9,845,627 19.1% 9,821,835 19.6% 23,792 0.2%

5 補助費等 6,967,838 13.6% 6,694,704 13.4% 273,134 4.1%

6 投資的経費 6,471,594 12.6% 5,017,759 10.0% 1,453,835 29.0%

7 公債費 6,141,820 11.9% 6,017,152 12.0% 124,668 2.1%

8 積立金 1,503,756 2.9% 2,175,862 4.3% ▲ 672,106 ▲30.9%

9 投資及び出資金 0 0.0% 336,200 0.7% ▲ 336,200 皆減

10 貸付金 100,000 0.2% 100,000 0.2% 0 0.0%

11 繰出金 3,798,676 7.4% 3,729,425 7.4% 69,251 1.9%

計 51,418,584 100.0% 50,075,317 100.0% 1,343,267 2.7%

＜主な増減＞ (単位:千円)

○ 人件費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 32,152 7,623,188 → 7,655,340

・ 10,058 3,175 → 13,233

・ ▲ 140,753 545,781 → 405,028

○ 扶助費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 96,000 389,175 → 485,175

・ 76,265 313,938 → 390,203

・ ▲ 81,515 2,358,900 → 2,277,385

○ 補助費等 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 44,265 26,544 → 70,809

・ 126,928 0 → 126,928

・ ▲ 108,128 420,758 → 312,630

○ 投資的経費 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 1,075,680 0 → 1,075,680

・ 581,070 964,326 → 1,545,396

・ ▲ 289,696 2,328,797 → 2,039,101

○ 積立金 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 148,683 277,518 → 426,201

・ ▲ 445,524 1,182,920 → 737,396

○ 投資及び出資金 [増減額] （前年度） （本年度）

・ ▲ 336,200 336,200 → 0

○ 繰出金 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 56,052 1,434,581 → 1,490,633
・ 21,951 1,398,884 → 1,420,835

介護保険事業特別会計（繰出金）
後期高齢者医療事業特別会計（繰出金）

桑名駅自由通路整備事業費

ふるさと応援基金

財政調整基金

病院整備費

児童通所支援給付事業費

児童手当給付費

土地区画整備事業費

空調設備整備事業費

桑名・員弁広域連合負担金

地域型保育給付費

子育てのための施設等利用給付費

※下記の事業費は、中事業費全体の金額ではなく、各性質ごとの金額を記載してあります。

一般職給

知事・県議会議員選挙費

退職手当

児童扶養手当給付費

4



国民健康保険事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

12,972,024 12,920,589 51,435 0 51,435 783,417

12,879,328 12,804,651 74,677 0 74,677 787,003

92,696 115,938 ▲ 23,242 0 ▲ 23,242 ▲ 3,586

0.7% 0.9% ▲31.1% － ▲31.1% ▲0.5%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 県支出金 149,778 8,773,633 → 8,923,411
・ 繰入金 116,414 1,047,003 → 1,163,417
・ ▲ 39,911 2,780,460 → 2,740,549

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 124,252 3,701,303 → 3,825,555
・ 116,144 8,614,068 → 8,730,212
・ ▲ 126,575 157,780 → 31,205

住宅新築資金等貸付事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

15,502 10,926 4,576 0 4,576 0

17,036 17,036 0 0 0 5,774

▲ 1,534 ▲ 6,110 4,576 0 4,576 ▲ 5,774

▲9% ▲35.9% 皆増 － 皆増 ▲100.0%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 4,239 11,248 → 15,487
・ ▲ 5,774 5,774 → 0

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ ▲ 5,645 14,653 → 9,008
・ ▲ 486 934 → 448地方債利子

貸付事業収入
一般会計繰入金

地方債元金償還金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

増 減 率

　令和元年度決算は、歳入、歳出ともに減額となった。歳入については、例年、資力のある償還者は定期償還
等で順次完済していき、高齢による収入低減などの経済的理由で少額分納する償還者が年々増加するため、貸
付事業収入が減少傾向にあったが、令和元年度は償還者からの過年度分の一括または高額納付が重なり、貸付
事業収入が増加した。それに伴い、一般会計からの繰入金が不要となった。
　歳出については、当該事業の原資たる公的資金(起債)の償還額が年々減少している。

国民健康保険事業費納付金
保険給付費
諸支出金

一般会計
繰入金

　令和元年度決算は、歳入が129億7,202万４千円、歳出が129億2,058万９千円であり、前年度に比べ歳入で
0.7％、歳出で0.9％増加した。平成30年度の国民健康保険制度の大幅な改正により、県が財政運営の主体的役
割を担うことになった。歳入・歳出ともに増額となった主な要因は、県支出金が前年度に対し、１億4,977万
８千円増加し、国民健康保険事業費納付金が前年度に対し、１億2,425万２千円増加したことによるものであ
る。

国民健康保険税

一般会計
繰入金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

増 減 率

２

３
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市営駐車場事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

174,044 174,037 7 0 7 0

407,370 233,949 173,421 0 173,421 0

▲ 233,326 ▲ 59,912 ▲ 173,414 0 ▲ 173,414 0

▲57.3% ▲25.6% ▲100% － ▲100% －

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 173,421 0 → 173,421
・ ▲ 25,037 25,649 → 612
・ ▲ 381,682 381,682 → 0

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 101,000 30,833 → 131,833
・ 25,432 0 → 25,432
・ ▲ 181,522 188,584 → 7,062

農業集落排水事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

146,165 146,165 0 0 0 103,771

151,938 151,938 0 0 0 103,156

▲ 5,773 ▲ 5,773 0 0 0 615

▲3.8% ▲3.8% － － － 0.6%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）
・ ▲ 4,700 4,700 → 0
・ ▲ 1,460 1,460 → 0
・ ▲ 973 973 → 0

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 1,808 50,649 → 52,457
・ ▲ 4,935 5,758 → 823
・ ▲ 1,836 16,160 → 14,324

農業集落排水事業費県補助金

施設維持管理費
施設整備費（単独）
地方債利子

平 成 30 年 度

増 減 額

増 減 率

　令和元年度決算は、歳入、歳出ともに１億4,616万５千円で前年度に比べ3.8％減少した。
　主な要因としては、起債対象となる工事を行わなかったことにより、歳入においては地方債を発行しなかっ
たこと、歳出においては工事費の減少が挙げられる。
　他には、歳入に関しては基金からの繰入を行わなかったことや県からの補助金が無かったこと等が挙げら
れ、歳出に関しては起債の残高の減少に伴い地方債利子が減少したこと等によるものである。

農業集落排水事業債
農業集落排水整備支援事業基金繰入金

一般会計操出金

一般会計
繰入金

令 和 元 年 度

駐車場使用料
土地売払収入

地方債元金償還金
国県支出金等返還金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

増 減 率

　令和元年度決算は、駐車場事業の清算業務を行っており、歳入・歳出ともに減額となった。歳入では、前年
度繰越金が１億7,342万１千円に皆増、歳出では、地方債元金償還金が１億100万円の増加、国庫支出金等返還
金が2,543万２千円の皆増となった。
　清算業務の完了に伴い、市営駐車場事業特別会計は令和元年度決算を以って廃止となった。

前年度繰越金

一般会計
繰入金

４

５
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介護保険事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　区　分 歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

10,291,559 10,064,986 226,573 0 226,573 1,490,633

10,201,197 10,001,079 200,118 0 200,118 1,434,581

90,362 63,907 26,455 0 26,455 56,052

0.9% 0.6% 13.2% － 13.2% 3.9%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 69,977 2,460,019 → 2,529,996
・ 56,052 1,564,581 → 1,620,633
・ 30,183 2,467,464 → 2,497,647

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 296,956 8,247,088 → 8,544,044
・ 59,914 85,421 → 145,335
・ 21,908 199,267 → 221,175

後期高齢者医療事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

3,039,819 3,035,311 4,508 0 4,508 1,433,629

2,943,151 2,892,042 51,109 0 51,109 1,411,800

96,668 143,269 ▲ 46,601 0 ▲ 46,601 21,829

3.3% 5.0% ▲91.2% － ▲91.2% 1.5%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 103,208 1,423,450 → 1,526,658

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 148,950 2,851,050 → 3,000,000後期高齢者医療広域連合納付金

増 減 率

　令和元年度決算は、歳入が30億3,981万９千円、歳出が30億3,531万１千円であり、前年度に比べ歳入で
3.3％、歳出で5.0％増加した。高齢者数の増加に伴って、後期高齢者医療保険の被保険者数が増加し、歳入で
は、後期高齢者医療保険料が前年度に対し、１億320万８千円増加し、歳出では、後期高齢者医療広域連合納
付金が前年度に対し、１億4,895万円増加した。

後期高齢者医療保険料

一般会計
繰入金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

介護サービス等諸費
償還金及び還付加算金
高額介護サービス等費

増 減 率

　令和元年度決算は、歳入が102億9,155万９千円、歳出が100億6,498万６千円であり、前年度に比べ歳入が
0.9％、歳出が0.6％増加した。高齢化に伴う被保険者数の増加等により介護給付にかかる費用が増加している
ことから、歳入では、支払基金交付金が前年度に対し6,997万７千円の増加、繰入金が前年度に対し5,605万２
千円の増加となり、歳出では、介護サービス等諸費が前年度に対し２億9,695万６千円の増加となった。

支払基金交付金
繰入金
保険料（第１号被保険者保険料）

一般会計
繰入金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

６

７
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地方独立行政法人桑名市総合医療センター施設整備等貸付事業特別会計

(1) 決算規模と実質収支、一般会計繰入金の状況 (単位:千円)

　 　　　区　分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　年度・比較 (A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)=(E)

896,728 896,728 0 0 0 20

1,388,394 1,388,394 0 0 0 27

▲ 491,666 ▲ 491,666 0 0 0 ▲ 7

▲35.4% ▲35.4% － － － ▲25.9%

(2) 決算概要

(3) 主な増減 (単位:千円)

○ 歳入 [増減額] （前年度） （本年度）

・ 242,831 217,330 → 460,161
・ ▲ 729,500 1,080,600 → 351,100
・ ▲ 6,237 6,237 → 0

○ 歳出 [増減額] （前年度） （本年度）
・ 242,824 214,603 → 457,427
・ 310,000 11,600 → 321,600
・ ▲ 1,009,100 1,009,100 → 0

病院事業債元金償還金
施設整備等貸付金
事業統合費等貸付金

　歳入は、平成30年度に既存棟の改修工事が完了し、令和元年度は廃止したＢ棟Ｃ棟の解体工事の実施となっ
たことから、新病院整備に係る病院債が減少し、前年度比▲35.4％、４億9,166万６千円の減少となった。
　歳出も歳入と同様に事業統合費等貸付金の減少により、前年度比▲35.4％、４億9,166万６千円の減少と
なった。

貸付金償還金
病院債
地域医療再生臨時特例交付金

一般会計
繰入金

令 和 元 年 度

平 成 30 年 度

増 減 額

増 減 率

８
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     主要な財政指標等の推移

（1） 経常収支比率（普通会計） （単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

人 件 費 25.9 27.1 24.4 24.9 25.1 23.7 23.1

扶 助 費 9.2 9.4 9.4 10.1 10.0 9.2 9.9

公 債 費 17.3 17.7 17.6 18.7 19.4 19.6 19.8

小　計 52.4 54.2 51.4 53.7 54.5 52.5 52.8

物 件 費 17.9 18.1 17.5 18.0 17.4 16.9 16.8

維 持 補 修 費 0.7 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

補 助 費 等 17.7 17.0 17.9 17.6 15.6 15.4 12.5

繰 出 金 9.1 9.6 9.6 9.2 9.9 10.0 10.2

   合　計　  a 97.8 99.7 97.1 99.2 98.1 95.5 93.0

類 似 団 体 89.5 90.8 87.9 90.4 89.9 89.6

　＜決算概要＞

     主に人件費・補助費等で、経常的な一般財源を充当した歳出額が減少したことに加え、景気の動向等により
　　市税等の経常的な一般財源等の歳入額が増加したことにより、前年度から2.5ポイント改善し、93.0％となった。
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地方
独立
行政
法人

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

⑤資金不足比率

＊標準財政規模

健全化判断比率と資金不足比率の対象範囲（令和元年度）

（2）健全化判断比率・資金不足比率

　平成20年４月に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」にもとづき、健全化判断比率（実質赤字比
率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標）と地方公営企業における資金不足比率を算定し
公表している。
　この法律は、地方公共団体の財政危機の早期発見と健全化を促すことを目的としており、各指標のいずれかが基準以
上である場合には「財政健全化計画または財政再生計画」を策定し国や県の指導のもとに財政の健全化を図らなければ
ならない。

桑 名 ・ 員 弁 広 域 連 合

一 般 会 計

特

別

会

計

住宅新築資金等貸付事業

地 方 独 立 行 政 法 人
桑名市総合医療センター
施 設 整 備 等 貸 付 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

市 営 駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

企業
会計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す。

一部
事務
組合

桑 名 広 域 清 掃 事 業 組 合

地 方 独 立 行 政 法 人
桑名市総合医療センター

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
※公営企業の資金不足を、事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す。

※資金不足比率は、会計ごとに算定

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率
※一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す。

全会計を対象とした実質赤字額または資金不足額の標準財政規模に対する比率
※各会計の赤字や黒字を合算し、全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の
度合いを示す。

各会計における地方債の元利償還金や、一部事務組合への負担金などを算出し、その実質的な償還額の標準財政規模
を基本とした額に対する比率
※収入に対し、どれだけを借入金の返済に充てているのかを指標化し、資金繰りの程度を示す。

将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率
※各会計から設立法人までの借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、
将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

①
実
質
赤
字
比
率

⑤
資
金
不
足

比
率※
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健全化判断比率・資金不足比率

　① 実質赤字比率
（単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

実質赤字比率 -3.65 -3.47 -5.16 -5.67 -5.31 -4.67 -5.78

早期健全化基準 11.81 11.81 11.80 11.79 11.80 11.80 11.79

※値が負の場合は実質収支が黒字である（赤字が生じていない）ため、公表時は「―（ﾊｲﾌﾝ）」で表される。

　② 連結実質赤字比率
（単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

連結実質赤字比率 -11.62 -12.82 -13.67 -12.32 -13.14 -14.69 -16.07

早期健全化基準 16.81 16.81 16.80 16.79 16.80 16.80 16.79

※値が負の場合は連結実質収支が黒字である（赤字が生じていない）ため、公表時は「―（ﾊｲﾌﾝ）」で表される。

※財政再生基準は、21年度決算までは 40.00％、22年度決算では 35.00％であった。

　③ 実質公債費比率
（単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質公債費比率 11.3 11.3 11.3 10.9 10.5 9.6 8.8 25.0 35.0

 類似団体 7.9 7.1 6.2 5.9 5.3 5.0

※実質公債費比率は、前年度と比較すると、分母に算定される標準財政規模のうち標準税収入が増加した

　こと等により、0.8ポイント改善した。

　④ 将来負担比率
（単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込 早期健全化基準

将来負担比率 97.7 89.2 67.2 56.4 54.6 56.9 64.7 350.0

類似団体 37.6 33.8 15.8 6.5 5.8 2.7

※将来負担比率は、前年度と比較すると、将来負担額となる一部事務組合が起こした地方債残高の増加や、

　桑名市総合医療センターの繰越欠損金の増加等により、7.8ポイントの増となった。

　⑤ 資金不足比率
（単位：％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込 経営健全化基準

農業集落排水事業特別会計 - - - - - - - 20.0

水道事業会計 - - - - - - - 20.0

下水道事業会計 - - - - - - - 20.0

※資金不足比率は、資金不足額が生じていないため、算定されない。

財政再生基準

20.00

財政再生基準

30.00

11.3 11.3 11.3 10.9 10.5 9.6 8.8

7.9 7.1 6.2 5.9
5.3 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

実質公債費比率の推移

桑名市

類似団体

97.7 89.2

67.2 56.4 54.6 56.9 64.7

37.6 33.8
15.8

6.5 5.8 2.7
0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1見込

将来負担比率の推移

桑名市

類似団体

％

％
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（3）地方交付税と財政力指数
(単位：千円)

区分 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

普 通 交 付 税 4,169,671 4,351,424 4,469,135 4,105,236 3,908,412 3,814,828 4,021,588

特 別 交 付 税 1,030,414 1,002,029 971,308 925,847 919,378 896,791 919,162

計 5,200,085 5,353,453 5,440,443 5,031,083 4,827,790 4,711,619 4,940,750

基準財政収入額 17,335,357 17,358,776 17,963,680 18,852,526 18,852,616 18,840,963 19,052,811

基準財政需要額 20,040,185 20,222,301 21,241,540 22,044,378 22,081,153 22,169,961 22,742,088

財 政 力 指 数 0.858 0.858 0.856 0.853 0.852 0.853 0.847

類 似 団 体
財 政 力 指 数

0.74 0.74 0.80 0.82 0.84 0.84

（4）基金の年度末現在高
(単位：千円)

区分 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

財政調整基金 3,712,091 3,360,418 3,884,825 3,429,532 3,442,113 4,216,178 4,589,885

減債基金 2,034 55,944 387,670 684,054 654,863 580,622 453,449

その他特定目的基金 3,399,681 3,455,423 3,681,522 4,051,324 4,916,152 5,598,109 5,576,049

計 7,113,806 6,871,785 7,954,017 8,164,910 9,013,128 10,394,909 10,619,383
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地方交付税と財政力指数の推移
千円 財政力指数
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その他の

特定目的基金

減債基金

12



（5） 市税収入 （単位：千円）

税目
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

市民税（個人） 8,581,139 8,547,256 8,745,208 8,916,327 9,029,254 9,113,917 9,387,469

市民税（法人） 1,224,116 1,278,510 1,555,535 1,269,749 1,160,162 1,279,158 1,176,585

固 定 資 産 税 9,258,589 9,284,294 9,221,352 9,417,378 9,527,138 9,413,501 9,506,360

軽 自 動 車 税 221,826 229,292 236,154 273,754 290,390 303,969 317,168

市 た ば こ 税 994,098 968,948 961,327 927,131 873,596 858,047 859,608

特別土地保有税 0 0 0 0 0 0 0

入 湯 税 77,350 76,551 75,146 76,177 71,288 70,498 70,314

都 市 計 画 税 1,000,392 1,024,907 1,010,966 1,022,764 1,026,540 1,011,524 1,023,369

合　　計 21,357,510 21,409,758 21,805,688 21,903,280 21,978,368 22,050,614 22,340,873

対前年度増減率 ▲0.0% ▲0.2% 1.8% 0.4% 0.3% 0.3% 1.3%

 徴収率（現年） 98.6% 98.7% 98.8% 98.8% 98.8% 98.7% 98.9%
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98.7%

98.9%

98.4%

98.6%

98.8%

99.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

徴収率（現年）の推移

市民税

(個人)

固定

資産税

13



（6）地方債

　① 地方債発行額と地方債依存度 （単位：千円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

A 3,100,000 3,000,000 2,460,000 1,850,000 2,024,000 2,055,000 1,745,000

B 1,246,600 1,705,100 1,347,600 2,598,800 4,832,900 1,877,900 1,271,800

C 639,800 622,500 2,744,400 3,750,300 9,515,200 1,949,600 2,635,500

D 4,986,400 5,327,600 6,552,000 8,199,100 16,372,100 5,882,500 5,652,300

E 48,056,082 49,380,697 52,073,677 55,750,343 64,053,910 53,269,526 54,550,289

F 10.4% 10.8% 12.6% 14.7% 25.6% 11.0% 10.4%

地方債発行額
D-A

d 1,886,400 2,327,600 4,092,000 6,349,100 14,348,100 3,827,500 3,907,300

歳 入 総 額
E-A

e 44,956,082 46,380,697 49,613,677 53,900,343 62,029,910 51,214,526 52,805,289

地方債依存度
d/e

f 4.2% 5.0% 8.2% 11.8% 23.1% 7.5% 7.4%

　② 地方債元金償還額 （単位：千円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

G 981,273 1,170,902 1,334,187 1,499,983 1,680,811 1,858,842 2,007,708

H 773,621 941,642 1,107,095 1,265,757 1,373,872 1,544,677 1,817,102

I 2,926,688 2,803,158 2,720,537 2,575,708 2,707,771 2,485,977 2,478,993

J 4,681,582 4,915,702 5,161,819 5,341,448 5,762,454 5,889,496 6,303,803

j 3,700,309 3,744,800 3,827,632 3,841,465 4,081,643 4,030,654 4,296,095

　③ 地方債残高 （単位：千円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

イ 21,725,253 23,554,351 24,680,164 25,030,181 25,373,370 25,569,528 25,306,820

ロ 10,991,564 11,755,022 11,995,527 13,328,570 16,787,598 17,120,821 16,575,519

ハ 20,718,725 18,538,067 18,561,930 19,736,522 26,543,951 26,007,574 26,164,081

53,435,542 53,847,440 55,237,621 58,095,273 68,704,919 68,697,923 68,046,420

ロ+ハ 31,710,289 30,293,089 30,557,457 33,065,092 43,331,549 43,128,395 42,739,600

区分　　　　　
年度

区分　　　　　
年度

臨時財政対策債

合併特例事業債

そ の 他

地 方 債 発 行 額
A+B+C

歳 入 総 額

地 方 債 依 存 度
D/E

臨
財
債
を
除
く

区分　　　　　
年度

臨財債を除く地方
債元金償還額 J-G

地 方 債  残 高
（臨財債を除く）

地 方 債 残 高
イ+ロ+ハ

合併特例事業債

そ の 他

臨時財政対策債

合併特例事業債

そ の 他

地方債元金償還額
G+H+I

臨時財政対策債
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（1）地方債残高と翌年度以降支出予定債務負担 （単位：千円） （単位：千円）

地方債残高
翌年度以降支出
予定債務負担

地方債残高
翌年度以降支出
予定債務負担

一般会計 ① 55,128,252 12,224,646 54,592,084 14,637,928

住宅新築資金等貸付事業 ② 16,874 0 7,866 0

桑名市総合医療センター施設整備等
貸付事業　のうち、普通会計

③ 13,552,797 0 13,446,470 337,000

普通会計（①～③） ④ 68,697,923 12,224,646 68,046,420 14,974,928

桑名市総合医療センター施設整備等
貸付事業　のうち、想定企業会計

⑤ 19,151 0 12,875 0

国民健康保険事業 ⑥ 0 57,000 0 186,940

市営駐車場事業 ⑦ 131,833 0 0 0

農業集落排水事業 ⑧ 619,025 654 547,110 0

水道事業 ⑨ 5,169,889 2,047,128 5,653,082 2,503,385

下水道事業 ⑩ 29,430,160 3,535,941 28,212,551 3,627,401

特別会計・企業会計（⑤～⑩） ⑪ 35,370,058 5,640,723 34,425,618 6,317,726

全会計（④＋⑪） ⑫ 104,067,981 17,865,369 102,472,038 21,292,654

合計 ⑬

説明：⑤は、独法化前の桑名市民病院に係る地方債元利償還に関する経理を想定企業会計として統計処理するもの。

（2）市民一人当たりの債務残高 （単位：円） （単位：円）

H31.3.31人口 142,274人 R2.3.31人口 141,701人

地方債残高
翌年度以降支出
予定債務負担

地方債残高
翌年度以降支出
予定債務負担

普通会計（①～③） 482,856 85,923 480,211 105,680

特別会計・企業会計（⑤～⑩） 248,605 39,647 242,945 44,585

全会計（④＋⑪） 731,462 125,570 723,157 150,265

合計（⑬）

説明：各年度末の人口は、外国人住民を含む。

区　　　分

873,421857,032

令和元年度平成30年度

     市の債務残高（地方債と債務負担行為）

区　　　分

123,764,692121,933,350

令和元年度平成30年度
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【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

決算額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障財
源化分）

その他

1 2,629,833 1,181,586 572,182 10,729 94,738 770,598

2 58,107 4,073 11,250 4,684 38,100

3 7,767,021 3,080,315 1,254,851 551,061 315,391 2,565,403

4 68,276 19,319 9,164 1,501 4,192 34,100

5 1,594,683 1,168,763 36,364 16,980 40,790 331,786

6 1,369,604 14,994 370,683 28,392 104,613 850,922

13,487,524 5,464,977 2,247,317 0 619,913 564,408 4,590,909

1 78,308 3,004 1,057 74 8,120 66,053

2 764,873 83,739 681,134

3 78,683 30,175 5,311 43,197

4 356,061 9,236 10 37,970 308,845

5 133,627 5,436 1,636 2,143 13,621 110,791

6 3,068 336 2,732

1,414,620 17,676 2,703 0 32,392 149,097 1,212,752

1 783,417 104,334 325,464 38,714 314,905

2 1,490,633 7,743 3,872 161,924 1,317,094

3 1,433,629 178,758 137,384 1,117,487

3,707,679 112,077 508,094 0 0 338,022 2,749,486

18,609,823 5,594,730 2,758,114 0 652,305 1,051,527 8,553,147

令和元年度　桑名市一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　平成26年４月１日より消費税率（国・地方）が引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、

その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

1,051,527千円

18,609,823千円

大　区　分 小区分（事業名）

令和元年度
財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

1 社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

その他

小　　計

2 保健衛生

健康増進事業

病院事業

救急医療対策事業

予防対策事業

母子保健事業

その他

小　　計

合　　　　計

3 社会保険

国民健康保険事業
特別会計（繰出金）

介護保険事業
特別会計（繰出金）

後期高齢者医療事業
特別会計（繰出金）

小　　計
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

令和２年度は、引き続き派遣形式により職員と事業者が共同で事務を進めながら、令和３年度の委託化に
向けたマニュアル等の整備を進める。

令和元年度は事業者選定を行い、事業者から派遣形式により職員と共同で業務を進め、事務の引継ぎ等を
図りながらマニュアル等の作成を行い、委託形式に向けた準備を行った。

事 業 成 果 　

人事課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

働き方改革サポート事業費 人事管理費

スマート自治体推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

納税者の視点で次の世代に責任ある財政に・行財政改革 全員参加型市政に向けた組織力と職員力の向上・ヒト 組織の見直し

事　業　目　的

社会環境が大きく変化する中、市民の多種多様なニーズに応え、市民サービスを持続的に提供していくため
には、限られた財源や資源を有効に活用するとともに既存事業の見直しや発想の転換等が必要となる。この
ため、これまでの概ね固定的な職員配置に民間的な発想を取り入れ、複数の年度、所管にまたがり繁忙の
状況に合わせて人員数を調整することにより、各部署の要求を満たすだけでなく、課題解決のためのさらな
る職員配置も可能とする組織力の向上を図る。

事　業　内　容

内部管理、とりわけ人事管理業務においては人事課を中心に、子ども未来局、教育委員会事務局等、関係
所管と分担しながら、その適正執行に努めている。
（例）給与支払業務、雇用保険・社会保険関連業務、年末調整業務
この業務に従事、関連する職員及び、人事管理業務でなくても、繁忙期がある業務に従事する職員が目的
達成するために必要なシステム等のツール確保について外部委託する。
（例）給与支払担当、福利厚生担当、各種申請等受付担当、民間的な発想に基づく効果的な運営システム
当初１年５か月間は派遣形式で職員と業者が共同従事し、その後３年間を委託形式で職員監督の下で業者
が従事する内容の５年間の一括発注を行う。
※債務負担行為設定（令和元年度～６年度）

26,361  23,736  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

26,361  23,736  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

各公共施設所管課及び処理工場と調整を行い、令和３年度までに保管されている全ての高濃度PCB廃棄
物の処理を行う。

６施設、約400㎏の高濃度PCB廃棄物を収集運搬し、処理工場にて適正に処理を行った。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・運搬費負担金　109千円

事 業 成 果 　

財政課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

ＰＣＢ廃棄物処理事業費 財産管理費

ＰＣＢ廃棄物処理事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 環境・廃棄物対策 廃棄物の適正な処理

事　業　目　的

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づき、各公共施設にて保管してい
るPCB廃棄物を適正に処理を行うものである。

事　業　内　容

各公共施設所管課及び処理工場と調整を行い、処理及び収集運搬業務をそれぞれ一括で発注する。

14,465  14,358  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

109  

14,356  14,249  

109  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

・将来的に桑名ほんぱくの事務局を民間に移管することを検討しているが、そのためには自主財源と運営を
担う人材の確保が必要となる。自主財源の確保については、平成29年度から公式ガイドブックへの企業広
告の掲載を始め、平成30年度からパートナーよりエントリー料を徴収している。
・社会実験によって住吉地区及び七里の渡し周辺の有効性が実証できた。新たに地域のまちづくりを行う協
議会が民間主導で設立されており、協議会を中心にまちづくりが進展するように後押ししていく。

○桑名ほんぱくの実施
・平成29年度：57プログラム、参加者のべ1,332人
・平成30年度：53プログラム、参加者のべ1,214人
・令和元年度：56プログラム、参加者のべ1,303人
○地方創生推進交付金事業として、七里の渡しインフォメーションショップの設置・運営、「桑名ブランドマス
タープラン」の策定を行った。ショップ入店者数2,434人
○野村証券津支店のショーウインドウをお借りし、展示パネルを掲示し桑名の映像を流す等のPRを行った。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　7,754千円　　・広告収入　1,610千円

事 業 成 果 　

ブランド推進課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

企画費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに プロモーション活動 桑名ブランドの推進

事　業　目　的

本市が有する地域資源の魅力や価値を学ぶことができるプログラム、イベント等を実施し、桑名に対する愛
着や誇りを高めることで、桑名に訪れたい、住みたい、住み続けたいと思う人を増やしていく。
また、桑名ほんぱくや地方創生推進事業により、桑名の歴史・文化等の魅力発見や、「本物」の発掘につな
げていく。

事　業　内　容

○桑名ほんぱく（桑名本物力博覧会）の実施　4,115千円
市民や来訪者が桑名を深く知るための体験交流型プログラムやイベントを開催するとともに、その運営人材
を育成する。
○地方創生推進交付金事業「住吉地区及び七里の渡し周辺のまちづくり推進事業」　10,000千円
○野村證券ショーウインドウ展示業務（令和元年７月の１か月間）　　249千円

14,671  14,364  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

ブランド推進事業費

9,671  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

9,364  

5,000  5,000  

21



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,133  958  

14,801  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

14,808  

事　業　目　的

マスメディアに幅広く市の魅力を情報発信する等プロモーション活動を行い、紙面・テレビ番組等に露出させ
ることで、本市の認知度・イメージ向上を図り、誘客等につなげ地域を活性化させる。

事　業　内　容

○首都圏パブリックリレーションズ業務：7,343千円
・株式会社ポニーキャニオンに業務委託し、同社が有するネットワーク・ノウハウ等を活用して、首都圏を拠
点としたマスメディアに情報発信する。また、小説家の柏井壽氏、ラッパー・俳優のMummy-D氏、文筆家・美
術評論家の白洲信哉氏に桑名の魅力を発信する「魅力みつけびと」として就任いただき、平成30年度から３
年間、桑名の「食」・「歴史」・「祭」の各テーマの魅力を発信する。
○桑名フィルムコミッション事業：3,500千円
・映画・ドラマ等の撮影誘致・支援を行うことで、地域活性化を図る。
○大河ドラマ関連イベント事業：3,780千円
・六華苑がロケ地となった令和元年NHK大河ドラマ「いだてん～東京オリムピック噺～」の放送に合わせトー
クイベントを開催することにより、桑名の認知度アップを図る。

15,934  15,766  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに プロモーション活動 桑名ブランドの推進

今後の方向性

東京PR事業については平成30年度から３年間の債務負担行為を設定しており、令和２年度も引き続き株式
会社ポニーキャニオンによるプロモーション活動を進めていくとともに、令和３年度以降の事業について検討
する。
桑名フィルムコミッションについては令和元年度に撮影された作品が令和２年度に放送、公開されるので引
き続きPR活動を進めるほか、撮影誘致等の活動についても引き続きプロモーション活動を進めていく。

○首都圏パブリックリレーションズ業務：東京でのPRイベントを１回、動画配信・プレスリリースを13本配信、
「Discover Japan」誌掲載等を行った。また、令和元年度は魅力みつけびとのMummy-D氏に楽曲「くわなにさ
くはな」を制作いただいた。
○桑名フィルムコミッション事業：WOWOWドラマ「太陽は動かない」、TBS「所さんお届けモノです」撮影の受
入等を行い、これらの直接的経済効果は約3,110千円であった。
○大河ドラマ関連イベント事業：主演の中村勘九郎氏と本市出身の瀬古利彦氏によるトークイベントを開催
し、1,200名もの観客が来場した。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　14,801千円　　・行政視察負担金　４千円　　・物品販売手数料　３千円

事 業 成 果 　

ブランド推進課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

パブリックリレーション事業費 企画費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

総務省によるふるさと納税の指定制度の枠組を遵守しつつ、魅力ある返礼品を新たに発掘し、既存返礼品も
含めPRを行っていく。今後も巣ごもり消費は続くものとみられ、適切なタイミングで効果的な情報の発信を行
うことで、寄附金額の増加に努めていくとともに、桑名市の魅力ある特産品を全国に周知していく。

・令和元年度実績額　　寄附件数：24,797件　 寄附金：425,519千円
令和元年６月以降、総務省の告示による地場産品の定義の厳格化があり、掲載不可や内容変更を余儀なく
された記念品があった。しかしながら前述の告示により、多額の寄附を集めていた市町がふるさと納税制度
に参加できなくなり、全国に寄附が分散した恩恵を本市も受けた結果、寄附申込の増加に繋がったものと推
測される。こめ油や精肉、蛤等、本市の人気の特産品が着実に伸びたうえ、令和２年２月以降の新型コロナ
ウイルス感染症拡大に伴う巣ごもり消費の影響もみられ、本市としては過去最高の寄附金額となった。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金 149,587千円　　・発送事務費負担金 120千円　　・雇用保険料本人徴収金 12千円

事 業 成 果 　

ブランド推進課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

ふるさと応援寄附推進事業費 企画費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

納税者の視点で次の世代に責任ある財政に・行財政改革 効率的・安定的な財政経営・カネ 歳入確保

事　業　目　的

ふるさと応援寄附金の返礼品の充実及び使途の明確化により、本市の魅力をPRし、本市に対する寄附意欲
を高めることで、歳入の確保と市内事業者の収益向上による経済の活性化を図る。
また、市外の寄附者へ返礼品を贈ることで、「桑名市」及び「特産品等」の認知度を高め、ブランド力の向上
につなげていく。

事　業　内　容

寄附者に対し、本市の特産品や魅力を伝えられる記念品または本市のPRや来訪・交流につながる記念品
等を返礼品として贈る。
※特産品等は、市内事業者等から募集し提供していただく。提供に要する費用は市が負担する。
※寄附金は、ふるさと応援基金に積立て、翌年度以降、寄附者の希望する事業等に充当する。

191,810  186,227  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

149,719  

41,801  36,508  

150,009  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

12,942  7,509  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,892  1,893  

事　業　目　的

地域運営組織の形成に向けた取組を促進し、総合計画に掲げる市民の個性が活かせる地域コミュニティを
確立する。

事　業　内　容

・地域住民及び職員に向けて講演会や研修会を開催し、今後の地域コミュニティの在り方に対する意識の醸
成とまちづくり活動の促進を図る。また、まちづくり協議会設立調査準備補助金を引き続き交付し、地域運営
組織の立ち上げに向け財政支援を行う。
・生活支援体制整備事業における「生活支援コーディネーター」に対し、地域福祉分野の知識とネットワーク
を持つ地区担当「コミュニティワーカー」として、包括的に（仮称）まちづくり協議会の形成に向けた地域支援
業務を委託する。
・まちづくり拠点施設の改修を行う。（カウンター撤去６施設、電気・床面工事７施設、点字ブロック設置１施
設）

14,834  9,402  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

中央集権型から全員参加型市政に 市民と行政のパートナーシップ 市民自治の推進

今後の方向性

（仮称）まちづくり協議会の形成に向け、地域への更なる情報発信に努める。また、行政として担うべき役割
の制度設計を進めるとともに、地域のまちづくりの側面的な支援を継続して行う。

・まちづくり協議会設立調査準備補助金を14地区に交付し、先進地視察や会議の開催及び 、試行的なソフト
事業の実施により、意識の醸成及び「（仮称）まちづくり協議会」形成の機運を高めることに繋がった。
・市民向けには「地域が描くまちづくりセミナー」を開催し、職員向けには「地域コミュニティ研修」を開催し、更
なる意識の醸成を図った。
・旧地区市民センターのカウンター撤去、床面修繕、施設サインの修繕等を行い、まちづくり拠点施設として
の機能向上に努めた。

事 業 成 果 　

地域コミュニティ課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

地域コミュニティ推進事業費 企画費

地域コミュニティ推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

後期基本計画に基づく実施計画を作成し、基本計画に掲げた施策の推進を図る。

前期基本計画の進捗状況を評価・分析し、さらに平成30年度に実施した市民満足度調査の結果を踏まえ、
後期基本計画を策定した。また、重点施策である「11の重点プロジェクト」を基本計画の中に位置づけた。
・前期基本計画の進捗評価・分析、後期基本計画案の作成
・総合計画策定本部（部会、ワーキンググループ含む）会議の開催
・総合計画審議会の開催
・パブリックコメントの実施
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金　4,573千円

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

総合計画策定事業費 企画費

総合計画策定事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

中央集権型から全員参加型市政に その他 その他

事　業　目　的

総合計画［2015-2024］の適正な進行管理と柔軟な施策展開を図るため、前期基本計画（2015-2019）の見直
しを行い、後期基本計画（2020-2024）を策定する。

事　業　内　容

前期基本計画の進捗状況を評価・分析し、今後の施策展開を踏まえ、基本事業等の見直しを行う。
また、重点施策である「11の重点プロジェクト」を基本計画の中に位置付ける。
・総合計画策定本部（部会、ワーキンググループ含む）会議の開催
・総合計画審議会の開催
・住民参画として、市民フォーラム（平成30年度実施）、パブリックコメントの実施

※計画策定業務委託料について債務負担行為設定（平成30年度～令和元年度）限度額　5,282千円

4,748  4,573  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

4,573  4,748  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

持続可能な公共交通ネットワークの維持が課題となっている現在、特に維持確保が必要な既存バス路線の
一部を自動運転バスの実証実験における走行ルートとし、将来的な代替手段としての自動運転バスの可能
性や導入に当たっての課題について検証する。また、実際に導入を検討していく可能性の高い地域における
自動運転バスの受容性やニーズを把握する。

・自動運転バス実証実験
　実施時期：令和元年６月28日～６月30日
　走行ルート：桑名市役所から桑名駅間の約２kmを往復
　参加人数：288名
・令和元年11月25日、桑名市次世代モビリティ社会実装研究会設立
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　4,732千円

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

次世代モビリティ推進事業費 企画費

スマート自治体推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 公共交通 バス輸送の維持･確保

事　業　目　的

今後、少子高齢化社会の進展に伴う、労働人口の減少や公共交通機関の運転手不足、また、高齢者の免
許返納者の増加により公共交通へのニーズが高まると思われる。これらの社会情勢の変化に対応するた
め、従来のシステムに代わる新たな交通ネットワークの検討及び自動走行の実現可能性を研究し、持続可
能な公共交通を目指す。

事　業　内　容

・有識者を中心に地域住民や民間バス会社等と研究会を設立し、自動走行の実現可能性を研究する。

4,969  4,732  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

4,732  4,969  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

4,933  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,993  1,993  

事　業　目　的

小中一貫校を中心に、少子高齢化等の社会情勢の変化や周りの状況の変化に立ち向かうことができる子ど
もの育成を地域全体で支え、新たな地域コミュニティを創出する機能を持つ複合施設を整備するため、より
丁寧に地域の方々と協議を行いながら基本構想・基本計画を策定する。

事　業　内　容

多度地区小中一貫校事業の基本構想・基本計画の策定
・多度地区において施設一体型小中一貫校を建設するため、基本構想・基本計画を策定する。

4,933  1,993  1,993  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 地域とともにある学校づくり

今後の方向性

・多度地区小中一貫校事業の基本計画を策定するため、多度地区の保護者、地域及び教職員等による
地域協議会等を設置し、意見集約を行う。
・計画地の現地測量、用地測量等を実施し、用地取得に向けた作業を行う。

今後の協働体制の構築に向けて、多度地区の保護者、地域及び教職員等とワークショップ等を行い、様々
な意見を聞いて、地域全体での対話ができる土台を作った。
・多度地区において、事業の進捗等をお知らせするための回覧「かわら版」を作成し配布
・ワークショップ等で出た意見を考慮して、基本構想（案）まで作成

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金　1,993千円

事 業 成 果 　

新たな学校づくり課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

多度地区まちづくり企画費 企画費

まちづくり企画費（明許繰越分）

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

60,272  52,759  

20,000  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

20,000  

事　業　目　的

総合住民情報システム「G-Partner」のサポート期限が令和２年度に迫り、連携する住民記録システムや福
祉システムを含む住民情報系システムの更新を行う。

事　業　内　容

各業務システムは、システム間のデータ連携を行っている等その影響範囲は極めて大きく、各業務への適合
性や機能性等を考慮した最適なシステムの選定と構築作業を行う。
・平成30年度：現状調査、RFI（情報提供依頼書）、RFP（提案依頼書）資料作成
・平成31年４月～令和元年７月：システム選定
・令和元年８月～令和２年12月：システム構築（設計・開発）・データ移行調整・運用テスト
・令和３年１月：システム稼働

80,272  72,759  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

その他 その他 その他

今後の方向性

システム稼働に向けて、データ移行検証、機能確認等を適切に行い、円滑なシステムの移行を行う。

・RFP（提案依頼書）
　システム事業者に、基本計画、調達範囲、機能要件等に基づく提案書を依頼
・事業者選定
　システム事業者からの提案をもとに、機能、提案、価格等からシステムを選定
・システム構築（設計・開発）
　システム毎に要件定義・課題整理を行い、システムの詳細仕様を協議して構築
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・情報システム整備基金繰入金　20,000千円

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

住民情報システム更新事業費 情報推進費

行政情報化事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

事　業　内　容

市が行っている定型業務の効率化をはかるため、RPA（Robotic Process Automation ）及びAI-OCR活用の
検証を行い、効果を確認しながら順次業務を拡大していく。
・RPA
　パソコンで行うキーボードやマウス操作等の定型的な作業を、ソフトウェアにより自動化する技術
・AI-OCR
　紙等の文字情報を電子化するOCRにAI技術を取り入れることで、手書き文字の認識率が向上

7,441  5,084  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

決算額　　（単位：千円）

RPA
・RPAを活用することで、作業時間を約300時間（67％）削減した。
・軽自動車税申告書（新規・廃車）入力、保育料入金消込及び日計データ作成、支出命令書作成、
　特定検診受診勧奨、財務会計（消費税対応）、給与所得者異動届出書入力処理で活用した。
AI-OCR
・アンケート入力等の手書き文字や書面文字をデータ化した。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　1,798千円

1,530  1,095  

納税者の視点で次の世代に責任ある財政に・行財政改革 その他 その他

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事 業 成 果 　

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

今後の方向性

RPA対象業務を順次拡大していくとともに、AI-OCRとの組合せによる更なる自動化について検討を行い、業
務効率化を推進していく。

一般財源 2,736  2,191  

3,175  1,798  

事　業　目　的

AI等のICTを活用した業務効率化を推進することで、単純かつ定型的で業務量の多い事務等の業務効率化
をはかり、職員負担を軽減する。

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

ＡＩ等活用推進事業費 情報推進費

スマート自治体推進事業費
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

朝夕の効率的な大量輸送によって交通渋滞の緩和と環境負荷を減らし、基幹交通である鉄道輸送の維持確
保に取り組む必要があるため、新型コロナウイルス感染症に伴う生活スタイルの変化による減収が想定され
るものの、安全対策の実施等により持続可能な公共交通となるよう引き続き北勢線事業の運営補助を行っ
ていく。

・令和元年度年間利用者数2,551,724人（平成30年度　2,571,828人　前年度比　20,104人減少）
・運行本数　90本／日
・沿線市町は、北勢線に対する平成31年４月～令和３年３月までの継続支援について、三岐鉄道株式会社と
合意。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・財産貸付収入　620千円
・地域振興基金繰入金　117,491千円

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

北勢線運営支援事業費 交通対策費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 公共交通 鉄道輸送の維持･確保

事　業　目　的

内外から人が集まり活発な交流が展開される、にぎわいと活力のある中心市街地の形成を図るとともに、朝
夕の効率的な大量輸送によって交通渋滞の緩和と環境負荷を減らすために、基幹交通である鉄道輸送の
維持、確保に取り組む。

事　業　内　容

○北勢線を運営する三岐鉄道株式会社に対して運営費の補助を行う。
・運営支援補助金の交付　108,243千円（支援要請額99,811千円＋固定資産税概算額8,432千円）
・支援要請額の負担割合：桑名市47.35％　東員町19.70％　いなべ市32.95％
・駅舎、駐車場、駐輪場用地の維持管理等　7,744千円
　蓮花寺駅：駅舎　駐車場（31台）　星川駅北：駅舎　駐車場（35台）　星川駅南：駐車場（33台）
※在良駅の駐車場は、利用者が少ないため平成31年４月１日から廃止
・北勢線事業運営協議会負担金の交付（桑名市47.35％　東員町19.70％　いなべ市32.95％）　1,383千円
・利用促進イベントの運営協力

118,392  118,111  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

118,111  118,392  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

129,687  129,687  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

日中車を利用できない方の買い物や通院、通学、今後運転ができなくなる高齢者の生活を支える交通環境
を整えるために、より身近な移動手段であるバス輸送の維持、確保に取り組む。

事　業　内　容

○コミュニティバスの運行を民間事業者に委託する。（運休日：日曜日、12月29日～１月３日）121,986千円
・運賃：乗車１回100円（未就学児は無料）
・８ルート運行
　桑名地区６ルート（桑名駅・医療施設・商業施設等を巡回）
　多度地区１ルート（多度駅・地区市民センター・医療施設等を巡回）
　長島地区１ルート（長島駅・健康福祉センター・各集会所等を巡回）
・令和元年度見直し点
①要望等に基づきルート・ダイヤ等変更
②利便性の向上
○生活路線バスを維持する。　6,870千円

129,687  129,687  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 公共交通 バス輸送の維持･確保

今後の方向性

超高齢社会を迎える中、車を利用できない方の買い物や通院、通学、今後運転できなくなる高齢者や増加
傾向にある免許返納者の市民生活を支える交通環境を整えるためには、より身近な移動手段であるバス輸
送の維持、確保を行っていく必要があることから、年度ごとに運行状況等の見直しを図りつつ、今後も適切に
コミュニティバスを運行する。

・令和元年度年間利用者数　131,917人（デマンドタクシー含む）
・令和元年度見直し点
①要望等に基づきルート・ダイヤ等変更
　公共交通空白地帯の解消のため城南地区の一部へ延伸するルートや多度地区、長島地区から桑名市役
所本庁、桑名市総合医療センターへ乗り入れるルートに改正し、８ルートで運行
②乗継券の発行
　路線を乗り継ぐことで、中心市街地へ移動することが可能となるもので、利便性向上のため、路線の乗り継
ぎに係る運賃を不要とする乗継券を発行
○生活路線バスを維持する：桑名城南線

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

コミュニティバス運行事業費 交通対策費

公共交通対策費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

新型コロナウイルス感染症に伴う生活スタイルの変化による減収が想定されるものの、安全対策の実施等
により持続可能な公共交通となるよう一般社団法人養老線管理機構（第３種鉄道事業者）の経営に参画し、
養老線の運行を行っていく。

・令和元年度平均利用者数6,167千人（平成30年度6,231千人　前年度比64千人減少）
・運行本数　156本／日
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・総務管理費寄附金　210千円
・地域振興基金繰入金　126,341千円

事 業 成 果 　

政策創造課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

養老線運営支援事業費 交通対策費

公共交通対策費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 公共交通 鉄道輸送の維持･確保

事　業　目　的

内外から人が集まり活発な交流が展開される、にぎわいと活力のある中心市街地の形成を図るとともに、朝
夕の効率的な大量輸送によって交通渋滞の緩和と環境負荷を減らすために、基幹交通である鉄道輸送の
維持、確保に取り組む。

事　業　内　容

・養老鉄道活性化協議会事務費負担金　10千円
・一般社団法人養老線管理機構負担金　110,929千円
・一般社団法人養老線管理機構補助金　14,291千円
・養老線地域公共交通再生協議会負担金　800千円
・養老線支援基金負担金　210千円

126,770  126,551  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

126,551  126,770  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

858  858  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

858  858  

事　業　目　的

地震等の安全管理対策として、まちづくり拠点施設の窓ガラスにガラス飛散防止フィルム施工工事を行い、
利用者の安全確保とともに、避難所としての機能向上を図る。

事　業　内　容

まちづくり拠点施設　窓ガラス飛散防止フィルム施工工事
（地域減災力強化推進補助金対象事業　補助率：50％）
施工場所：七和まちづくり拠点施設
事業費：1,716千円

1,716  1,716  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災体制の強化

今後の方向性

平成25年度から始めて、これまでに12施設施工済
残りの７施設についても順次施工予定

地域活動の拠点であり、災害時の避難所としての機能も有するまちづくり拠点施設の窓ガラスにガラス飛散
防止フィルム施工工事を行ったことで、災害発生時の利用者の安全確保及び、避難所運営時の安全性を向
上させることができた。

事 業 成 果 　

地域コミュニティ課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

安全管理対策施設整備事業費 まちづくり拠点施設費

施設整備費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

本計画をもとにして、一人ひとりの人権が尊重される差別のない明るいまちを目指して、それぞれの人権施
策を推進する。

令和元年５月～：人権施策本部において協議（年２回）
令和元年６月～：差別撤廃審議会において協議（年２回）
令和元年９月　 ：パブリックコメントの実施
令和 ２年３月　 ：人権施策基本計画の改定

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　2,101千円

事 業 成 果 　

人権政策課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

人権施策基本方針・基本計画策定事業費 人権政策費

人権政策推進費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

中央集権型から全員参加型市政に 人権政策 人権が尊重されるまちづくり

事　業　目　的

平成27年３月に策定した「桑名市人権施策基本計画」は、令和元年度で５年が経過し、この間、「部落差別の
解消の推進に関する法律」をはじめとする新たな法律が施行される等環境の変化が生じていることから、同
計画の中間評価及び見直しを行う。

事　業　内　容

新たな社会的課題や平成30年度に実施した人権問題に関する意識調査の結果等を踏まえ、人権施策本部
及び差別撤廃審議会において協議を行い、人権施策基本計画の中間期改定を行う。

2,216  2,101  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

2,101  2,216  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

4,700  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

4,700  

事　業　目　的

一般財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として行うコミュニティ助成事業を活用し、地
域のコミュニティ活動の充実・強化を図る。

事　業　内　容

一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニティ助成事業の趣旨に基づき、地域のコミュニティ活動
の充実・強化を図るため、コミュニティ組織に対し補助を行う。
（１）一般コミュニティ助成
コミュニティ活動に直接必要な設備の整備に要する経費
（２）コミュニティセンター助成
コミュニティ活動推進のために必要な施設の建設または大規模修繕に要する経費

4,700  4,700  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

中央集権型から全員参加型市政に 市民と行政のパートナーシップ 市民自治の推進

今後の方向性

引き続き一般財団法人自治総合センターの助成事業を活用し、地域のコミュニティ活動の充実、強化に努め
る。

令和元年度：一般コミュニティ助成 ２件　助成金額　4,700千円
・かおるヶ丘自治会（防犯灯・公民館備品等整備）　2,400千円
・福江町自治会（防犯灯・石取祭装飾品整備）　2,300千円
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・コミュニティ事業助成金　4,700千円

事 業 成 果 　

地域コミュニティ課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 総務管理費

コミュニティ支援事業助成金 諸費

自治会経費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

次回、評価替えは令和６年度のため、令和４年度に実施の予定である。

標準宅地の選定精査により１か所追加した市内573箇所について、令和２年１月１日における土地の鑑定評
価を実施した。これにより令和３年度固定資産評価替えに向け基準となる標準宅地の適正な時価の算出が
完了した。

事 業 成 果 　

税務課

事　業

名　称

予　算

区　分

総務費

 中事業 徴税費

固定資産税評価替事務費 賦課徴収費

賦課事務費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

その他 その他 その他

事　業　目　的

固定資産評価基準（平成29年11月22日　総務省告示第390号）第12節第１項に基づき、不動産鑑定士によ
る鑑定評価によって求められた価格を活用して、固定資産評価における標準宅地の適正な時価を求める。

事　業　内　容

固定資産土地（宅地）評価において、基準となる標準宅地の適正な時価を求めるにあたり、評価替えの年
（次回は令和３年）の前年の１月１日（令和２年１月１日）における地価公示価格及び、不動産鑑定士による
鑑定評価から求められた価格を活用することから、市内572箇所の標準宅地を選定し、その土地の鑑定評価
額を求めるものである。

29,653  29,624  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

29,653  29,624  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

現物給付方式については、県内各市町が導入時に対象地域に設定した医療機関等において実施されてき
たが、対象者のさらなる利便性向上を図るため、県内の他の地域においても現物給付方式を受けること（相
互乗り入れ）ができるようになった。今後は、制度の検証や、県内の他市町の状況に着目しながら、事業を継
続して実施していく必要がある。

〇福祉医療費の助成方法として、従来からの償還払いに加えて、令和元年９月から未就学児（０歳から６歳
到達年度末まで、４月１日生まれは前月末まで）の児童の医療費について、窓口で支払いをせず、その場で
助成が受けられる「窓口負担無料化」（現物給付方式）を実施した。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・雇用保険料本人徴収金　10千円

事 業 成 果 　

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

子ども医療費 社会福祉総務費

福祉医療費助成費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 医療保険・生活保護 福祉医療費助成制度の適正な運営

事　業　目　的

０歳から６歳年度までの児童に対し、医療費の窓口負担をなくすことにより、安心して医療を受けられる環境
を整備するとともに、保護者の経済的負担の軽減を図り、児童の健全育成を支援する。

事　業　内　容

医療機関の窓口で、資格証を提示することにより、０歳から６歳年度までの児童の窓口での自己負担分を無
料化する。
＜対象児童＞　令和２年３月現在
子ども医療費受給資格対象者　13,475人
０歳から６歳対象児童    ①子ども医療費　　　　　　　　6,401人
　　　　　　　　　　　　　　    ②一人親家庭等医療費　  　　180人
　　　　　　　　　　　　　　　　③障がい者医療費　　　　　　　　 ５人　　　　合計　6,586人

454,328  412,592  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

10  

210,125  182,754  

244,192  229,828  

11  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

相談内容や支援の過程で見えてくる地域の課題から、必要な社会資源の検討・創出につなげていく。
令和２年度中に多度地区、長島地区に「福祉なんでも相談センター」を増設し、市民が福祉関係の相談を利
用しやすくする。

・年間相談延べ人数　2,683人
・専門職による相談（予約制）　64件

福祉関係の困りごとを解決するために必要な制度やサービス、手続等を利用者に紹介することに加えて、必
要に応じて関係部署や外部機関との連携を図った。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　4,242千円

事 業 成 果 　

福祉総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

福祉総合相談事業費 社会福祉総務費

福祉総合相談事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 介護保険・高齢者福祉 地域包括ケアシステムの推進

事　業　目　的

介護、障害、子育て等、複雑化する福祉分野の相談を包括的に対応する。

事　業　内　容

「福祉なんでも相談センター」において、福祉関係の困りごとを解決するために必要な制度やサービス、手続
等を紹介するほか、必要に応じて適切な関係部署や外部機関につなぎ、支援調整を行う。

・福祉なんでも相談センター運営業務委託　15,492千円

15,493  15,492  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

4,242  

11,250  11,250  

4,243  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

9,652  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

9,622  

事　業　目　的

社会福祉法第107条に規定する「地域福祉計画」を策定する。
なお、地域福祉計画は、社会福祉法の改正により平成30年４月から福祉分野の上位計画に位置付けられ
た。

事　業　内　容

地域福祉計画は、各福祉分野が共通して取り組むべき事項を記載する福祉分野の上位計画となるため、生
活困窮者自立支援事業計画、健康づくり計画、いのち支える行動計画（自殺対策行動計画）、子ども・子育て
支援事業計画を包含し、その他の関連する計画と連携を図り、住民等の意見を反映させながら策定する。

・地域福祉計画策定委員報酬、旅費等　338千円
・地域福祉計画等策定支援業務委託　9,284千円

※地域福祉計画等策定支援業務委託料について債務負担行為設定（平成30年度～令和元年度）
　 限度額18,313千円

9,652  9,622  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

中央集権型から全員参加型市政に 地域福祉 その他

今後の方向性

策定した計画の理念に基づき、地域共生社会の実現に向けて計画を推進していく。

・令和元年８月　第２回策定委員会の開催
・令和元年10月　第３回策定委員会の開催
・令和元年12月　第４回策定委員会の開催
・令和２年３月　第５回策定委員会の開催
　　　　　　　 　　 地域福祉保健計画策定

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　9,622千円

事 業 成 果 　

福祉総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

地域福祉計画策定事業費 社会福祉総務費

地域福祉計画策定事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

118,199  91,110  7,279  

事　業　目　的

令和元年10月に実施された消費税・地方消費税率引上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を
緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えする。

事　業　内　容

市内の小売店・飲食店等において使用できる低所得者・子育て世帯向けプレミアム付商品券の発行・販売を
行う。

・額面：1冊５千円（500円券×10枚）
・販売価格：１冊４千円（割引率20％）
・購入限度額：対象者１人あたり５冊　25千円まで
・販売期間：令和元年10月１日～令和２年１月31日
・使用期間：令和元年10月１日～令和２年２月29日

118,199  91,110  7,279  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

その他 その他 その他

今後の方向性

令和元年度で事業終了

地域における消費を喚起・下支えすることができた。
・非課税対象者　対象見込者：18,908人、申請者：7,455人（申請率39.4％）、購入引換券交付者：7,167人（交
付率37.9％）
・子育て世帯対象者　　購入引換券交付件数：3,778件
・購入引換券総交付枚数：11,001件（転入による購入引換券交換56人含む）
・販売数：42,325冊（発行準備冊数119,500冊、販売率35.4％）
・購入率：76.9％（最大購入数55,005冊）
・商品券取扱店舗数：415店舗、使用金額：210,797千円（換金率99.6％）

事 業 成 果 　

福祉総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

低所得者・子育て世帯向けプレミアム付商品券事業費 社会福祉総務費

低所得者・子育て世帯向けプレミアム付商品券事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

実施事業者と総合的な福祉施策や福祉サービスを提供できる施設となるよう協議し、施設整備にむけ事業
を推進する。

地 方 債

そ の 他 121  68  

事 業 費

計 187  134  

一般財源 66  

国支出金

県支出金

66  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

・令和元年５月　実施事業者選定委員会を開催し、実施事業者を選定
・令和元年６月  事業予定地の再検討を表明
・令和元年７月　事業予定地として（仮称）堂ヶ峰公園予定地を有力候補地に選定
・令和元年10月　松ノ木地区、星見ヶ丘地区にて住民説明会を実施
・令和元年11月　事業予定地を（仮称）堂ヶ峰公園予定地に決定

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　68千円

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

高齢者・障害者・子ども等に対して、通所や入所、相談等を包括的に提供する多世代共生型施設（仮称：福
祉ヴィレッジ）の整備事業を促進する。

事　業　内　容

多世代共生型施設の整備に当たっては、既存事業の民営化と合わせた建替え（施設の複合化・多機能化）
の手法により進める。
既存事業の民営化先かつ多世代共生型施設の整備事業実施事業者の選定及び運営移管に向けた協議・
手続等を行う。

・実施事業者選定委員会委員報酬等　54千円
・住民説明会　会場借上料　３千円
・伝馬公園仮設物撤去費用　77千円

事 業 成 果 　

納税者の視点で次の世代に責任ある財政に・行財政改革 全員参加型市政に向けた組織力と職員力の向上・ヒト 組織の見直し

福祉総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

多世代共生型施設整備事業費 社会福祉施設費

多世代共生型施設整備事業費
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

令和２年度はアンケート調査結果及び障害者団体等のヒアリング結果を基に、次期障害者計画等を作成し、
障害福祉施策及び障害福祉サービスの充実を図る。

第４期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の策定のため、一般市民、障害者、障害
児、市内企業を対象に障害に関するアンケート調査を実施し、得られた回答を分析して、次期計画策定の資
料とした。
＜元年度決算額(繰越含)その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　2,041千円

事 業 成 果 　

障害福祉課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 社会福祉費

障害者福祉計画策定事業費 障害者福祉費

障害者福祉一般事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 障害者・障害児福祉 福祉サービスと相談支援の充実

事　業　目　的

障害者基本法に基づく第３期障害者計画及び障害者総合支援法に基づく第５期障害福祉計画が令和２年
年度をもって期限をむかえるため、令和元～２年度の２か年で新たな計画を策定し、障害者施策の推進及び
障害福祉サービス等の提供体制の確保を図る。

事　業　内　容

障害者等を対象としたアンケート調査を実施し、調査結果の分析を行い、その結果を反映させ新たな計画を
策定する。

2,041  2,041  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

2,041  2,041  
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

2,291  

今後の方向性

利便性の向上や公共施設の有効活用の観点から、状況に応じて他の学童保育所においても移転を検討し
ていく。

地 方 債

そ の 他

事 業 費

計 7,254  7,099  

一般財源 2,446  

国支出金 2,404  2,404  

県支出金 2,404  2,404  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

学童保育所の設立推移と今後
・平成29年度：27施設、大山田南学童保育所を旧幼稚園舎へ移転、大山田東学童保育所の学校敷地内へ
　の移転整備、公設民営学童保育所が１か所開所
・平成30年度：28施設、大山田東学童保育所を学校敷地内へ移転、益世学童保育所の旧幼稚園舎への
　移転整備
・令和元年度：30施設、益世学童保育所を旧幼稚園舎へ移転、日進学童保育所の旧幼稚園舎への移転
　整備
・令和２年度：34施設、長島北部学童保育所を小学校余裕教室への移転整備（予定）
・令和３年度以降：優先順位を付け、公共施設を活用した学童保育所の移転を継続的に検討

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

学童保育所の需要は年々増加傾向にあり、現在の設置場所では受入が困難になりつつある場所が生じて
いる。児童の受入数確保を図るため、公共施設を有効活用した学童保育所の移転整備を、優先順位を付け
て順次検討を行っており、令和元年度については旧日進幼稚園舎を改修し、学童保育所として整備する。

事　業　内　容

現在、土地、建物を賃借契約しているひまわり学童保育所は、児童数の増加により、令和２年度以降の受入
が困難な状況になりつつあるため、学童保育所の移転を進める。移転先については、公共施設を有効活用
するため、日進小学校の敷地内にある旧日進幼稚園舎を改修し、学童保育所として整備する。
 ・空調設置工事
 ・トイレ改修工事　等
＜事業費内訳＞
・工事請負費　6,674千円　等

事 業 成 果 　

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 子どもの安全な居場所づくりの推進

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 児童福祉費

学童保育所整備事業費 児童福祉総務費

放課後児童対策事業費
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

低年齢児、障害児の保育需要が伸びているため、引き続き既存施設の受け入れに注力していく。

当該補助金により、保育需要の高い０歳児、１歳児の受け入れを促し、待機児童の抑制につながった。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　75,294千円

事 業 成 果 　

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 児童福祉費

待機児童対策事業費補助金 児童福祉総務費

私立保育園運営費補助金

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 就学前の教育・保育の充実

事　業　目　的

待機児童対策として、私立保育園の低年齢児保育等に事業補助を行い、低年齢児の受入数を拡大する。

事　業　内　容

補助事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助内容
①低年齢児保育量拡大事業費補助金　　　①０歳児、１歳児を預かる保育士の人件費補助
②障害児加配保育士人件費補助金　　　　 ②市が認定した障害児を保育するための人件費補助
③アレルギー除去食対応補助金　　　　　　 ③市が認定したアレルギー児を対応するための人件費補助

79,136  79,136  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

75,294  

3,842  3,842  

75,294  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

新園舎建替え整備のため、令和２年度まで事業を継続する。その後は見直しも含め検討する。

地 方 債

そ の 他

事 業 費

計 224,389  224,389  

一般財源 24,931  

国支出金 16,910  16,910  

県支出金 182,548  182,548  

24,931  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

〇学校法人水谷学園においては、幼保連携型認定こども園の新設を完了し、令和２年４月から開園した。
〇蓮華会養泉寺保育園においては、園舎建替えに向け、工事着工に至った。

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

認定こども園保育所機能部分の新規整備等に対し、厚生労働省の補助メニューである保育所等整備交付金
事業に沿って補助事業を行う。

事　業　内　容

幼保連携型認定こども園等の施設整備を支援する。低年齢児を含むこども園を設けることは、市の待機児
童対策に合致することから補助を行う。（子育て安心プラン適用の場合、負担割合が国県２／３・市１／１２・
事業者１／４となる）

○補助対象者
学校法人水谷学園（桑名市大字西汰上656番地）　他１園
○事業内容
厚生労働省の補助メニューである保育所等整備交付金事業及び三重県からの認定こども園施設整備交付
金（安心こども基金）に沿って補助事業を行う。

事 業 成 果 　

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 就学前の教育・保育の充実

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 児童福祉費

私立保育園整備補助金 児童福祉総務費

民間社会福祉施設等整備助成事業費
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令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

令和元年度で整備事業が完了し、令和２年度は予算計上なし。

地 方 債

そ の 他

事 業 費

計 57,766  57,765  

一般財源 19,255  

国支出金

県支出金 38,511  38,510  

19,255  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

〇学校法人水谷学園において、幼保連携型認定こども園の新設を完了し、令和２年４月から開園した。

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

認定こども園幼稚園機能部分の新規整備等に対し、文部科学省の補助メニューである認定こども園施設整
備交付金事業に沿って補助事業を行う。

事　業　内　容

幼保連携型認定こども園の施設整備を行う。低年齢児を含むこども園を設けることは、市の待機児童対策に
合致することから補助を行う。

○補助対象者
学校法人水谷学園（桑名市大字西汰上656番地）
○事業内容
幼保連携型認定こども園を新設するための施設整備を認定こども園幼稚園機能部分の新規整備等に対し、
文部科学省の補助メニューである認定こども園施設整備交付金事業に沿って補助事業を行う。

事 業 成 果 　

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 就学前の教育・保育の充実

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 児童福祉費

認定こども園整備補助金 児童福祉総務費

認定こども園整備補助金
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

導入済みの保育所２か所においてシステムを用いた新しい業務運用のノウハウを蓄積しつつ、保護者等の
協力も得ながらシステム機能の利用範囲を順次拡大し、保育業務全体での運用改善につなげていく方針で
ある。他の公立保育所への導入展開も検討していく。

地 方 債

そ の 他 1,779  1,735  

事 業 費

計 1,779  1,735  

一般財源

国支出金

県支出金

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

令和２年４月からシステムの本格稼働が始まり、作業の効率化による保育士の業務負担の軽減、情報共有
の円滑化等を推進していくための基盤が導入された。既存の業務運用手順の見直し、システム操作の習熟
を図るため、令和２年度では登降園管理や保育日誌等の一部機能から実際の業務での活用を進めていく。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　1,735千円

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

年々、ニーズの高まりのある保育業務に、新たにAI機能を含めた情報通信技術を導入し、登園管理、保育日
誌、資料作成等に活用することで、保育士の事務を効率化する。

事　業　内　容

■ICTシステムの導入
○導入している保育所
桑陽保育所・長島中部保育所（措置人員が多い２か所）
○導入時期
令和元年12月～令和２年１月
※PCを導入し、ネットワーク整備が完了した後、令和２年１月１日よりシステムを稼働させる。
■VoiceTraの導入
総務省が推奨する日英中韓等27言語に対応する翻訳アプリ「VoiceTra」を保育業務に導入し、多言語への
対応を可能とする。

事 業 成 果 　

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 就学前の教育・保育の充実

子ども未来課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 児童福祉費

ＩｏＴ保育管理事業費 保育所費

スマート自治体推進事業費
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

桑名駅周辺の快適な環境を維持するため、今後も事業を継続する。
また、桑名駅自由通路の供用開始や駅周辺の整備状況に応じて禁止区域の見直しを行う。

平成31年４月～　路上喫煙禁止区域内におけるパトロールの実施
※３月は新型コロナウイルス感染予防のため中止
実施日数：休・祝日を除く週２日　(巡回実績　181日）
実施時間：１日３時間（午前・午後各１時間30分）
実施人数：２名
巡回時指導数： 62件

事 業 成 果 　

環境安全課

事　業

名　称

予　算

区　分

民生費

 中事業 環境保全対策費

路上喫煙対策事業費 環境保全対策総務費

路上喫煙対策事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 環境・廃棄物対策 豊かな自然と生活環境の保全

事　業　目　的

「桑名市路上喫煙の防止に関する条例」に基づき、路上喫煙禁止区域内での路上喫煙及び吸い殻のポイ捨
てを禁じ、駅周辺の快適な環境の維持促進を図る。

事　業　内　容

路上喫煙禁止区域内に指導員を配置し、路上喫煙及び吸い殻のポイ捨をする者を監視をするほか、指導・
啓発を行うとともに、捨てられた吸い殻等の清掃を行うなど、駅周辺の環境美化に務める。

492  414  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

490  414  

2  

48



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

桑名市総合医療センターが経営の適正化を図り、市民への医療提供体制を向上することができるよう、今後
も継続していく。

平成21年10月１日に桑名市民病院が地方独立行政法人となり、市が示した中期目標に基づき中期計画、年
度計画を作成し、より効果的な経営を行うとともに病院運営の充実に取り組んでいるところであり、病院事業
運営費負担金により、効果的な病院運営の推進が図られる。

事 業 成 果 　

保健医療課・人事課

事　業

名　称

予　算

区　分

衛生費

 中事業 保健衛生費

病院事業運営費負担金 保健衛生総務費

（地独）桑名市総合医療センター経費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 地域医療・健康づくり 救急医療体制の整備および充実

事　業　目　的

地方独立行政法人である桑名市総合医療センターが実施する高度医療、救急医療、小児医療等の病院事
業運営経費の一部について、設立団体である市が負担することにより、桑名市総合医療センターの経営の
適正化を図り、市民への医療提供体制の向上につなげる。

事　業　内　容

地方独立行政法人法第85条に基づき、地方独立行政法人の高度医療、救急医療、小児医療等の事業経費
の一部を市が負担することによって、桑名市総合医療センターの事業経費のうち、その性質上、事業の経営
に伴う収入を充てることが適当でない経費等について、設立団体が負担する。
①負担金
平成30年度普通交付税算入分　525,632千円
②共済費負担金
三重県市町村職員共済組合負担金（追加費用・基礎年金拠出金・事務費）　227,697千円

756,866  753,329  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

756,866  753,329  

49



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

7,800  7,800  

事　業　目　的

みえ森と緑の県民税市町交付金を財源とし、桑名市総合医療センターにおける什器類の整備を行う。

事　業　内　容

桑名市総合医療センターにおいて、みえ森と緑の県民税市町交付金を用いて三重県産木材を利用した机や
椅子等を整備し、木材と日常的に親しむ機会を設け、県民全体で森林を支える社会づくりを推進する。

7,800  7,800  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 地域医療・健康づくり 救急医療体制の整備および充実

今後の方向性

みえ森と緑の県民税市町交付金を活用した、桑名市総合医療センターの什器類の整備は完了した。今後は
必要に応じて什器類の更新を行う。

＜什器整備実績＞
チェア25脚、ソファ18台、テーブル21台、ショーケース１台、積み木１式

事 業 成 果 　

保健医療課

事　業

名　称

予　算

区　分

衛生費

 中事業 保健衛生費

病院整備交付金 保健衛生総務費

（地独）桑名市総合医療センター経費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

南医療センターの解体工事は完了し、土地を地主へ返還した。
令和２年度は地盤変動影響調査（事後調査）業務委託により、事前調査を実施した周辺の土地、建物に対
する影響を調査する。

＜平成30年度＞
地盤変動影響調査（事前調査）業務委託　　　　2,862千円
桑名南医療センター他解体工事費　　　　　 　 47,500千円
＜令和元年度＞
桑名南医療センター他解体工事費 　　　　　 　80,712千円
解体工事監理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,700千円

事 業 成 果 　

保健医療課

事　業

名　称

予　算

区　分

衛生費

 中事業 保健衛生費

南医療センター解体撤去事業費 保健衛生総務費

公共施設等解体撤去事業費（明許繰越分）

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 地域医療・健康づくり 救急医療体制の整備および充実

事　業　目　的

桑名市総合医療センターの新病院開院に伴い閉院した南医療センターは、建物は市の財産、土地は民有地
であるため、建物を解体し土地を地主に返却する必要がある。

事　業　内　容

設計に基づき、南医療センターの解体工事を実施する。

工期：平成31年２月26日～令和元年11月15日

103,140  83,412  83,412  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

9,340  4,212  4,212  

93,800  79,200  79,200  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

2,165  

5,181  

事　業　目　的

事　業　内　容

産婦健康診査
・産婦１人につき２回以内
産後ケア事業
・産後支援がなく、養育が困難と思われる産婦と乳児に対し、アウトリーチ型（訪問型）支援を実施する。
１組につき７回を上限とする。自己負担金１回1,200円（生活保護世帯は自己負担無）

10,146  4,346  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

こどもを３人育てられるまち 子ども・子育て支援 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

子育て支援課

事　業

名　称

予　算

区　分

衛生費

 中事業 保健衛生費

産婦健康診査・産後ケア事業費 保健センター費

母子保健衛生事業費

産婦健康診査：産後うつや新生児への虐待防止等を図るため、産後２週間、産後１か月等出産後間もない
時期の産婦に対する健康診査に係る費用を助成することにより、産後の初期段階における母子に対する支
援を強化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を整備する。
産後ケア事業：退院直後から産後６か月までの母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も
安心して子育てができる支援体制を確保する。

今後の方向性

産婦健康診査及び産後ケア事業を実施し、産後も安心して子育てができる支援体制を確保する。

産婦健康診査
・令和元年７月開始　受診者数　835人　実施
産後ケア事業
・令和元年７月開始　申請者数　５人、承認数　５人、利用延べ回数16回　実施
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・産後ケア利用者負担金　18千円

事 業 成 果 　

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

18  

4,965  2,163  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

17,118  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

16,223  

2,455  3,040  

事　業　目　的

水稲・野菜・果樹等の鳥獣害を防ぎ、農家の生活安定を図るとともに、安全・安心なまちづくりを進める。

事　業　内　容

・桑名支部猟友会員にシカ・イノシシの捕獲活動を委託（４～10月）
・桑名支部猟友会と協定を交わし、積極的な駆除活動を促すことで有害獣の生息数減を図る。（11～３月）
・地域住民と協働した、追い払い活動や中・小型動物の捕獲活動（４～３月）
・追い払い等に使用する煙火等を購入

19,573  19,263  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 有害鳥獣対策の推進および強化

今後の方向性

猟友会の協力によるシカ・イノシシの駆除を継続していく他、地域住民による追払い活動や侵入防止柵の補
修に必要な資材の提供を行うとともに、電気柵の設置や電動ガンによる追払い等、被害防止手段の情報を
発信していく。
また、サルやアライグマ等の中・小型動物の捕獲を市職員が実践しながら、地域住民にも狩猟免許の取得を
勧め、捕獲従事者の増を目指す。

・シカ、イノシシ対策事業　＜駆除頭数＞イノシシ312頭、シカ209頭
・中・小型動物対策事業＜駆除頭数＞サル15頭、アライグマ48頭・ハクビシン27頭・ヌートリア30頭
・動物駆逐用煙火（T-３）配布数1,816本

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　16,212千円　　・雇用保険料本人徴収金　11千円

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

有害鳥獣対策事業費 農林水産業振興費

農業振興費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

6,798  6,798  

事　業　目　的

平成30年度で実施した当事業において協定が結ばれ、モデルケースとして進み始めた。これを発展させるた
め、みえ森と緑の県民税市町交付金を活用し、事業の根幹である竹の創出、放棄竹林の整備について、桑
竹会へ委託する。

事　業　内　容

放棄竹林整備（1.5ha）業務委託。
タケノコ農家の確保や桑名特産タケノコの収穫量増加を目指す。
竹資源循環創出推進事業の発展、寄与
10aあたり30万円
1.5ha（150a）整備するため4,500千円計上
チッパー１台購入費　2,298千円
みえ森と緑の県民税市町交付金を活用

6,798  6,798  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 桑名ブランドの推進

今後の方向性

 本事業の目的及びみえ森と緑の県民税市町交付金の主旨に沿う事業を今後も展開する。竹林整備委託を
中心に、竹の資源化とタケノコの安定生産を維持する。また、産官学での事業を展開することで、SDGｓにも
寄与していく。

播磨地区・久米地区中心に放棄竹林の整備（1.5ha）業務委託
チッパー等備品購入
桑竹会と地域内企業の連携により新製品の開発に着手

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

竹資源循環創出推進事業費 農林水産業振興費

農業振興費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画

54



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

農業用施設等の改修・整備により、生産性の向上を図る。

農業用施設及び林道の機能保持と向上に寄与する改修・整備等を行った。（全19箇所）

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

土地改良事業費 農地総務費

市単事業

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

事　業　目　的

安定的な農業経営の持続のため、高生産性農業を可能とする農業生産基盤を整備する。

事　業　内　容

用排水路及び農道等の整備を行うことにより農業基盤を充実させることはもとより、地域特性を生かした農
業の推進を図る。また、下流の家屋や公共施設等に被害を与える可能性のあるため池について改修を行
う。
各地区要望や農業用施設の状態監視をもとに現地確認を行い、優先順位をつけて事業を推進していく。
・用排水路等改修工事
・農道舗装工事
・ため池改修工事
・林道改修工事
・井戸ポンプ修繕委託

14,500  13,405  2,999  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

14,500  13,405  2,999  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

県営事業を継続し、長島中部地区については令和３年度の事業完了を目指し事業の進捗を図る。

令和元年度までの事業実施により、新機場が運転され、湛水被害の防止を図ることができた。

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

湛水防除事業 農地総務費

県営事業負担金

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

事　業　目　的

農作物や農業用施設、一般家庭、公共・公益施設等を湛水被害から守る排水機場や排水路等の新設また
は改修を行い、湛水被害を未然に防止する。

事　業　内　容

三重県が主体で行う県営事業
長島中部地区（大島排水機場）：ポンプ工事・除塵機工事等
事業負担割合：国55％、県35％、市10％

43,450  43,450  39,700  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

250  250  

43,200  43,200  39,700  

56



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,739  1,739  239  

14,900  14,900  1,400  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

農業用ため池の決壊・漏水による、農作物や農業用施設、一般家庭、公共・公益施設等の洪水被害を未然
に防止するため、改修を行う。

事　業　内　容

＜蛎塚大溜池地区＞
三重県が主体で行う県営事業
・用地及び補償費
・堤体等工事
事業負担割合：国55％、県35％、市10％

16,639  16,639  1,639  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

今後の方向性

県営事業を継続し、令和４年度の事業完了予定を目指し事業の進捗を図る。

豪雨時の氾濫や大型地震による決壊を未然に防止するための改修工事の進捗を図った。

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

ため池等整備事業 農地総務費

県営事業負担金

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

事　業　目　的

土地改良施設（頭首工、ポンプ場、樋門、溜池、水路等）の整備補修により、低下した機能を回復し適正な維
持管理を図る。

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

土地改良施設維持管理適正化事業費 農地総務費

土地改良施設維持管理適正化事業費

今後の方向性

機能低下した施設を計画的に機能回復し、施設の適正な維持管理を図る。

一般財源 14,595  11,520  

48,600  48,600  

年次計画及び定期点検に基づき設備の状態を監視しながら補修等を行い、機能回復を図った。

＜元年度決算額(繰越含)その他財源の内訳＞
・土地改良施設維持管理適正化事業交付金　48,600千円

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事 業 成 果 　

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　内　容

＜桑名＞
・大山田３号ゲート整備補修工事
・城南排水機場（φ1200㎜）No２ポンプ整備補修工事
・城南排水機場蓄電池整備補修工事
＜長島＞
・第２長島排水機場吸水槽水位計補修工事
※事業負担割合：国30％、県30％、市30％、地元（改良区）10％

63,195  60,120  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

決算額　　（単位：千円）
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

5,250  4,455  

5,000  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

5,000  

事　業　目　的

土地改良区が管理する土地改良施設（頭首工、ポンプ場、水路等）の整備補修により、機能低下を回復し適
正な維持管理を図る。

事　業　内　容

○町屋川沿岸土地改良区
・町屋川頭首工
○員弁川用水第二土地改良区
・養父川長深揚水機場
・島田用水路
○長島土地改良区
・パイプライン

10,250  9,455  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

今後の方向性

土地改良区施設を更新・整備補修することで機能回復し、施設の適正な維持管理を図り、農業の生産性向
上を図る。

土地改良区が管理する農業用施設について、更新・整備補修により機能回復し適正な維持管理を図った。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
土地改良施設の整備及び維持管理基金繰入金　5,000千円

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

農林水産業費

 中事業 農林水産業費

土地改良区水路等維持管理費負担金 農地総務費

土地改良区水路等維持管理費負担金

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

新型コロナウイルス感染症対策により「新しい生活様式」を取り入れ、コロナ対策を第一に行いつつ、その収
束状況を見ながら事業を段階的に展開していく。Withコロナ・Afterコロナにおける安全・安心な観光事業の
仕組みづくりをはじめ、産業観光ツアー事業のリモートでの実施や国内向け産業観光・一般観光ツアーの造
成等を行い、新たな「稼ぐ」方策を模索し、消費拡大を狙う。

・産官学で構成している「桑名市産業観光まちづくり協議会」において、産業観光ツアーの運営を実施した。
実績としてはツアー数31件、参加者数733人、消費額約4,200千円であり、協議会としては、約782千円の純
利益を得ることができた。消費額については前年比約４割減となったが、その要因として、ツアーを受け入れ
る企業の体制が十分でなかったことや、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により２月以降活動が停止と
なったことが挙げられる。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・国際化推進基金繰入金　3,049千円

事 業 成 果 　

観光課

事　業

名　称

予　算

区　分

商工費

 中事業 商工費

国際観光まちづくり事業費 商工業振興費

商工業振興事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 商業 桑名ブランドの推進

事　業　目　的

海外からの滞在型産業観光等の推進により、本市での滞在と消費を促し、ポストジュニア・サミット事業として
産官学の連携で地域活性化を図る。
また、産業観光に参画している企業のメリットとして、最大の課題である人材の確保を図る事業を実施する。

事　業　内　容

・産業観光ツアー事業の実施及び拡大（3,049千円）
企業視察を中心とした産業観光に、市内での観光コンテンツとの融和を図るため「桑名市産業観光まちづく
り協議会」（以下「協議会」という。）を運営する。協議会においては、海外視察団体・旅行エージェント等を本
市に招聘し、産業観光プログラムツアーを実施や、視察先企業に対して、産業観光としてのコンテンツの磨き
上げ等を行う。また、全体コーディネート及びホームページの管理をする。
・産業観光への参画企業の登録と認定事業（桑名市グローカルカンパニー認証）（40千円）
市から参画企業に公的認証を与えることで、官民一体での地方創生事業であることを広く周知する。

4,199  3,089  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

3,049  

59  40  

4,140  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,916  1,772  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

2,340  2,340  

事　業　目　的

土地の最も基礎的な情報である地籍を明らかにし、その結果を記録することにより、課税の適正化、公共事
業の円滑化、災害復旧の迅速化等を図る。

事　業　内　容

一筆ごとに、地番、地目、所有者の調査や境界及び地籍に関する測量を行い、正確な「地籍図」及び「地籍
簿」を作成する。

4,256  4,112  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

その他 その他 その他

今後の方向性

２地区（多度町御衣野・福岡町）の地籍調査業務を継続していく。

多度町御衣野④：E２工程（現地調査）0.02k㎡
　　　　　　　　　　　 FR工程（復元測量）0.02k㎡
　　　　　　　　　　　 FⅡ－１工程（一筆地測量）0.02k㎡
　　　　　　　　　　　 FⅡ－２工程（原図作成）0.11k㎡
　　　　　　　　　　　 G工程（地籍測定）0.11k㎡
　　　　　　　　　　　 H１工程（地籍簿案作成等）0.11k㎡
　　　　　　　　　　　 H２工程（閲覧）一式
　　　　　　　　　　　 複図作成12枚

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 土木管理費

地籍調査事業費 土木総務費

地籍調査事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

当事業は令和元年度から新たに社会資本総合整備計画「三重県における市街地の安全性の向上(防災・安
全）の５ヶ年計画」を策定・実施しており、令和５年度まで国費の交付を受けて狭あい道路解消を推進してい
く。

令和元年度狭あい道路整備事業に係る申請が８件あり、201mの狭あい道路が解消され、それに伴い寄付を
受けた後退面積のうち99㎡を整備することができた。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 土木管理費

狭あい道路整備等促進事業費 土木総務費

狭あい道路整備等促進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 生活道路等の整備

事　業　目　的

幅員４ｍ未満の道路（建築基準法第42条第２項道路）等の「狭あい道路」は、十分な幅員がある道路に比べ
て車や人がすれ違う際の危険性が高く、緊急時の避難・救助活動が遅れる原因となってしまうことがある。
このような「狭あい道路」を解消するため、敷地の一部を道路として広げ、防災性に優れた安全な住宅市街
地の形成と居住環境の向上を図る。

事　業　内　容

【令和元年度事業費】
報償金　2,539千円
分筆測量費等補助金他　1,753千円
整備工事費　1,398千円
消耗品及び調査費等　155千円

5,946  5,845  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

2,819  2,819  

3,127  3,026  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

降雨等により崖崩れが懸念される非常に危険な急傾斜地であるため、住民の安全・安心を図るため早期に
対策工事を実施していく。

上野地区（１工区）の対策工事を実施し、民家及び公共施設への影響を未然に防止する対策を進められた。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 土木管理費

急傾斜地崩壊対策事業 土木総務費

県施行事業負担金

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 防災 土砂災害対策の推進　

事　業　目　的

降雨等により崖崩れが懸念される非常に危険な急傾斜地に、擁壁、法枠等を施工することにより、崩壊危険
箇所における民家及び公共施設への影響を未然に防止し、緊急対応が必要な地区については対策工事を
施工する。

事　業　内　容

事業主体は三重県であり、市は負担金を支払う。

上野地区　総延長　1,100ｍ
・工事費（一工区）　　三重県事業費　　70,000千円
　桑名市は上記事業費の20％を負担  14,000千円

14,000  14,000  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,400  1,400  

12,600  12,600  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

16件
２件
０件
０件
 ０件
14人 （相談員）
13件

2,174  2,188  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

2,305  2,292  

272  267  

事　業　目　的

木造住宅の耐震化を促進し、市民の生命及び財産を守る。

事　業　内　容

旧耐震木造住宅の除却支援、耐震診断、耐震補強設計・工事等による耐震化促進事業　4,747千円

4,751  4,747  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 市民の減災力向上の支援

・木造住宅耐震診断業務委託費
・木造住宅耐震補強設計事業補助金
・木造住宅耐震補強事業補助金
・木造住宅耐震補強事業補助金併用リフォーム補助
・木造住宅簡易耐震補強事業補助金
・無料耐震診断相談員業務委託
・旧耐震基準の木造住宅の除却に関わる事業

今後の方向性

耐震診断や耐震補強事業（耐震工事）の実績数は、減少傾向にあるが、これは、大規模地震からの経年に
よる市民の意識の薄れと考えられる。しかし、旧耐震基準の木造住宅は、未だ相当数あることが推測でき、
今後想定される南海トラフ巨大地震等に備え、市民の減災力向上の支援として事業を継続して実施していく
必要がある。

事 業 成 果 　

都市整備課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 土木管理費

木造住宅耐震事業費 土木総務費

耐震改修促進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

避難路沿道建築物耐震支援事業は、令和２年までの時限事業であるため、令和２年度までに、残る対象２
件の事業を完了する必要がある。

・要安全建築物耐震診断事業　　　５件／１０件

・要安全確認計画記載建築物に該当しないことの確認　　　３件／１０件

事 業 成 果 　

都市整備課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 土木管理費

避難路沿道建築物耐震支援事業費 土木総務費

耐震改修促進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 防災 地域防災力の向上

事　業　目　的

三重県地域防災計画に定める第一次緊急輸送道路に対し、地震によって倒壊することにより道路を閉鎖す
る恐れのある建築物（要安全確認計画記載建築物）の耐震診断に要する費用に対する補助を実施し、耐震
化を促進することで、円滑な避難を図る。

事　業　内　容

桑名市内で耐震診断が義務付けられた要安全確認計画記載建築物の耐震診断に関わる事業　908千円

＊事業期間は３年（平成30年度～令和２年度まで）
桑名市内の要安全確認計画記載建築物は10件で、耐診断費用の総事業費　38,371千円

908  908  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

363  363  

272  272  

273  273  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,037  1,036  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

道路施設の不備による事故等の損害を未然に防ぐために、市内全域を対象に道路施設の修繕を行い、安
全で円滑な交通を提供するにあたり、市内道路状況を調査、把握する。

事　業　内　容

桑名市が管理する市道における路面の段差や劣化状況をICT等の新技術を利用し、データ収集及び解析を
行い、路面の状況を把握するとともに修繕の候補箇所を抽出し、劣化状況を評価する。これにより、効率的
かつ計画的な修繕を行うために必要な情報を得ることができ、道路施設の不備による事故等を未然に防止
する。

1,037  1,036  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 道路舗装、付属施設の維持管理

今後の方向性

市道の路面状況を客観的かつリアルタイムに把握し、効率的かつ計画的な修繕を行うために必要な情報を
得ることで、道路施設の不備による事故等を未然に防止する。

・業務委託契約締結日　令和元年11月29日
・履行期間　令和元年12月１日～令和４年３月31日
・走行回数と走行距離
パトロール回数255件　走行距離6,630㎞
・全体の劣化評価の割合
舗装穴141件　舗装劣化８件　破損６件
・管理路線における走行率64.4%

事 業 成 果 　

アセットマネジメント課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

ＩＣＴ道路調査事業費 道路維持費

スマート自治体推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

令和２年度は設計業務及び対策工事を実施し、円滑な通行と安全・安心な道路整備を行う。

狭小な橋梁を緊急車両等が通行できる橋梁に改良するため、令和元年度は予備設計を実施した。
計画的な道路施設の補修及び浸水対策となる側溝等の改良工事を行ったことにより、円滑な通行と安全確
保が図られた。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

市道改良事業費 道路新設改良費

道路新設改良事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 生活道路等の整備

事　業　目　的

市道改良事業により、計画的な改良及び補修を図り、円滑な通行と安全確保を行う。

事　業　内　容

〇市道東汰上６号線道路改良設計業務委託　2,938千円
・門型ラーメン予備設計

〇市道深谷柚井線道路改良工事　1,494千円
・側溝工　26ｍ

〇市道江場中野小貝須線外道路改良工事　（当初請負金額　14,102千円）
令和元年度　5,600千円（前払い金額)
・側溝工　287ｍ

22,600  10,032  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

7,000  4,732  

15,600  5,300  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

4,698  4,322  

3,100  3,100  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

7,105  7,105  

事　業　目　的

道路ストック総点検に基づき、今後の老朽化に備え、計画的な維持管理及び補修を行い、円滑な通行と安全
確保を図る。
また、PCB特別措置法に基づき、橋梁等施設のPCB廃棄物を含有した塗膜を調査し、処分期間内の確実か
つ適正な処理を行い、施設維持に努める。

事　業　内　容

〇塗膜PCB含有調査　7,118千円
・塗膜調査業務　25橋

○上之輪嘉例川線道路改良工事　7,409千円
・施工延長　120ｍ

14,903  14,527  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 道路舗装、付属施設の維持管理

今後の方向性

交通量の増大による道路の損傷が発生しているため、引き続き道路補修を行い、安全で円滑な交通の確保
を図る。

高濃度PCB廃棄物処理に関し、県内で早々に調査・処分を進めることとなり、塗膜PCBが含まれている可能
性がある橋梁を調査したところ、高濃度PCB廃棄物処理施設へ搬入する値の塗膜PCBは含まれていないこ
とが確認できた。
道路改良工事においては、交通量の増大により道路の損傷が激しく、早急な振動・騒音対策が必要な路線
の地質調査・設計や傷んだ舗装を補修したことにより、円滑な通行と安全確保を行った。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

道路ストック対策事業費 道路新設改良費

道路新設改良事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,150  1,180  900  

21,100  20,700  16,600  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

近年多発するゲリラ豪雨等に対し、浸水常襲地域に雨水管を整備することにより、浸水被害を軽減し、安全・
安心な生活基盤の提供を図る。

事　業　内　容

○浸水対策工事　21,880千円
・延長　130ｍ

22,250  21,880  17,500  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 道路舗装、付属施設の維持管理

今後の方向性

令和２年度も側溝工による対策工事を実施し、安全・安心な地域づくりに努める。

現況浸水箇所への雨水の流入を分散させ、既設排水施設の負担を軽減させることにより、浸水被害の軽減
を行う工事を実施した。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

森忠地区道路改良事業費 道路新設改良費

道路新設改良事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

2,600  2,804  

22,600  22,300  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 道路舗装、付属施設の維持管理

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

道路新設改良費

道路新設改良事業費

道路老朽化対策事業費
　(公共施設等適正管理推進事業費)

今後の方向性

交通量の増大による道路の損傷が発生しているため、引き続き道路修繕を行い、安全・円滑な交通の確保
を図る。

交通量の増大により、道路の損傷が激しく、対策が必要な路線において、傷んだ舗装を修繕したことにより、
円滑な通行と安全確保を行った。

事 業 成 果 　

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

道路ストック総点検に基づき、今後の老朽化に備え、計画的な維持管理及び補修を行い、円滑な通行と安全
確保を図る。

事　業　内　容

○道路舗装修繕工事　25,104千円
 ・４路線（大山田星川線、上之輪嘉例川線、桑名駅前線、坂井多度線）
　総延長　1,000ｍ

25,200  25,104  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,195  294  

10,100  1,700  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

13,805  2,200  

事　業　目　的

大規模な住宅開発により、通勤・通学にともなう交通量の増加が見込まれる地域において、通学路の安全対
策を行う。また、改良すべき踏切道に指定されている近鉄伊勢朝日第２号踏切道について、歩道設置工事を
行い車両と歩行者が安全・安心に通過できる道路空間の整備を図るものである。

事　業　内　容

○高塚町８号線外歩道整備工事　4,194千円
・すべり止め舗装工　274㎡

〇東金井２号線設計業務（近鉄伊勢朝日第２号踏切）
鉄道事業者と協議を進め、令和２年度の設計完了予定

25,100  4,194  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 道路舗装、付属施設の維持管理

今後の方向性

令和２年度も鉄道事業者との協議及び舗装工による対策工事を進め、歩行者の安全・安心な歩行空間の整
備を行う。

将来、通勤・通学にともなう交通量の増加が見込まれる地域において、路側帯をカラー舗装化することにより
歩行空間を確保し、通学路の安全確保を図る工事に着手した。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

安全対策事業費 道路新設改良費

道路新設改良事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

10,450  8,234  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

国道、県道の整備による交通量の増大に対し、通過交通を中心とした路線の整備を行い、渋滞慢性箇所の
改善を図る。

事　業　内　容

●桑名北部東員線予備設計　8,234千円
・道路予備設計（A）　1.52㎞

10,450  8,234  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 幹線道路等の整備

今後の方向性

今後も路線整備を進めるため、関係機関との調整、協議により事業の推進を図り、渋滞慢性箇所の改善を
行う。

今後の交通量の増大に対し、渋滞慢性箇所の改善を図るため、路線整備の計画に着手した。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

道路網整備事業費 道路新設改良費

道路新設改良事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

橋梁長寿命化修繕計画の見直しを行い、計画的な補修及び耐震補強を行う。それとともに法定点検の実
施、修繕及び架け替えにかかる費用の縮減を図るため、損傷が大きい橋梁を優先的に修繕設計、修繕工事
を進め、円滑な通行と安全確保に努める。

法定点検を実施し橋梁の損傷、劣化等の判定を行い、早期の対策が必要な橋梁には計画的な修繕をしたこ
とにより、今後のコスト縮減及び安全・安心な道路交通の確保を進めた。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 道路橋りょう費

橋梁長寿命化対策事業費 橋りょう維持費

橋りょう維持補修費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 橋りょうの維持管理

事　業　目　的

これまでの橋梁の維持管理は、主に致命的な損傷や機能不全に陥った段階で、大規模な補修や橋梁を架
け替える等、事後的な補修を行っていた。今後、橋梁の老朽化が急速に増加していくことから、事後的補修
では維持管理費が増大する。このため、従来の事後的補修から致命的な損傷が顕在化する前に計画的な
補修及び耐震補強を実施し、長寿命化を図る。

事　業　内　容

○修繕計画、設計積算
・令和元年度　：　計画策定橋梁数　615橋
○修繕工事
・令和元年度　：　修繕工事　４橋
○法定点検
・令和元年度　：　橋梁点検　113橋

128,618  122,964  55,571  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

70,085  67,198  30,272  

12,533  11,866  3,199  

46,000  43,900  22,100  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

5,340  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

5,318  

事　業　目　的

本市のまちづくりの方針である都市計画マスタープランについては、平成20年度に策定されており、10年経
過することから改定を行う。

事　業　内　容

都市計画の目標を設定し、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する主要な都市計画の決
定方針を明らかにする。

5,340  5,318  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち その他 その他

今後の方向性

次回の改定は総合計画の改定時期（令和７年頃）に合わせて作業を行う予定であり、その他関係する法令・
計画等の大幅な改変がある場合には随時見直しを行う予定である。

委託業務により改定案の作成を行った。
・土地利用構想素案作成
・まちづくり方針素案作成
・地域別まちづくり構想の修正
・計画案、概要版案の作成及び取りまとめ
・計画書、概要版印刷製本
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金　5,318千円

事 業 成 果 　

都市整備課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

都市マスタープラン改定事業費 都市計画総務費

都市計画推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

7,333  6,902  

65,500  61,700  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

桑部播磨線は、桑名市を南北に縦断する幹線道路として都市計画決定を受けており、みえ朝日ICや四日市
市方面へのアクセス道路としての役割を担っている。本路線については、自動車交通の広域的分散に貢献
し、渋滞緩和や産業振興を図る重要な路線として整備する。

事　業　内　容

当該路線の未整備区間である国道421号から桑部橋南交差点付近までを県事業で整備する。
・建設事業負担金（橋梁詳細設計、建物調査、地質調査、用地買収等）　411,610千円（県事業費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 68,602千円（市負担金）
・事業主体は三重県であり、市は負担金を支払う。（負担率１／６）
・総事業費：約73億円

72,833  68,602  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 道路 幹線道路等の整備

今後の方向性

今後は令和元年度同様に用地買収を進め、事業の進捗を図る。

未整備区間の用地買収を進め、橋梁詳細設計、建物調査、地質調査等を実施し、工事着手までの進捗を
図った。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

桑部播磨線 街路事業費

街路整備事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

69  68  

45,000  45,000  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

降雨等による急傾斜地の崩壊を未然に防止することにより、住民の安全・安心を図る。

事　業　内　容

・施工箇所：上野地区(走井山公園）
・事業年度：平成27年度～令和元年度
・施工延長：約90m
・施工面積：約2,200㎡

45,069  45,068  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 土砂災害対策の推進　

今後の方向性

令和元年度整備により全施工区間が完了した。

令和元年度対策工事599㎡を施工したことにより全体面積約2,200㎡が完了した。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

急傾斜地崩壊対策事業 公園費

公園施設管理費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

令和２年度も引き続き第二工区の疎林広場等の整備を行う予定である。

子どもから高齢者までの幅広い方々のライフスタイルに応じ多様な利用ができる公園づくりを推進していくた
め、平成30年度の中央駐車場舗装整備等に引き続き、令和元年度は中央駐車場エントランス整備を行っ
た。

事 業 成 果 　

土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

総合運動公園 公園費

公園整備事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 都市デザイン 緑地、緑化の保全整備

事　業　目　的

総合運動公園は、陽だまりの丘に隣接し、桑名市及び広域的な周辺地域の住民利用を目的とした、子ども
から高齢者までの幅広い方々のライフスタイルに応じた生涯スポーツ実践の場として平成４年６月に事業認
可を受けた。
本事業では、総合運動公園を「緑の中のスポーツ・レクリエーション」をコンセプトで、緑豊かな自然環境を活
かした多様な利用ができる公園づくりを目指し整備を行う。

事　業　内　容

総合運動公園整備事業（桑名市大字播磨地内）
〇第二工区
・中央駐車場エントランス整備　：　透水性平板ブロック舗装工、張芝工、時計塔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 透水性平板ブロック舗装工等により2,136㎡分供用開始
・中央駐車場歩道整備　         ：　透水性インターロッキングブロック舗装工、地先境界縁石工
　　　　　　　　　　　　　　　             透水性インターロッキングブロック舗装工等により624㎡分供用開始
・工事費：56,548千円

57,260  57,003  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

22,000  22,000  

15,460  15,203  

19,800  19,800  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

430  430  

事　業　目　的

現況の山を里山として山道等を整備し、ホタルの保全を行うことで、緑の自然と身近に触れ合う場を提供し、
自然学習や地域活性、健康づくりを含めた森林教育の場として利活用する。

事　業　内　容

・枯木や危険木の除去、樹木の間引き、樹木剪定
・剪定枝等を活用する木チップを用いた散策路、湧水（水路）の整備
・当該事業箇所に生息するホタルの保全

430  430  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

桑名をまちごとブランドに 都市デザイン 緑地、緑化の保全整備

今後の方向性

当該事業箇所の枯木や危険木の除去、樹木の間引き、樹木剪定を行い、自然と親しむ場として里山整備を
進めていく予定である。

・蒸散作用のある樹木の整理や沢の整備による土砂流出の防止とホタルの保全
・危険な樹木を除去し、公園利用者の安全確保や近隣住民の生活環境の保護

事 業 成 果 　

アセットマネジメント課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

播磨２号緑地里山整備事業費 公園費

公園整備事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

14,620  2,635  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

桑名駅周辺地区整備構想及び桑名駅自由通路整備に合わせ、桑名駅周辺を再編することにより、都市機
能の集積を図り、利便性・安全性の向上及び賑わいと活力ある拠点づくりを進める。

事　業　内　容

○桑名駅周辺複合施設整備事業の民間提案募集に向けた募集要項の作成や資格審査、提案審査を行っ
た。
桑名駅周辺複合施設等整備事業プロポーザル実施に係る支援業務委託料　　2,476千円

○桑名駅周辺複合施設等整備事業者選定委員会を開催し、公募型プロポーザル方式による最優秀提案者
を選定した。
選定委員会開催に係る委員報酬及び費用弁償　　107千円

14,620  2,635  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 中心市街地 都市交流拠点の整備

今後の方向性

優先交渉権者との基本協定締結の後、協議を進め、桑名駅東地区の複合施設整備を目指す。

桑名駅周辺複合施設等整備事業者選定委員会により、駅東地区において長島観光開発株式会社を優先交
渉権者に決定した。

事 業 成 果 　

駅周辺整備課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

桑名駅周辺施設整備事業費 土地区画整理事業費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

○桑名駅自由通路整備工事に関すること（通路部等）
＜事業費内訳（繰越含）＞
自由通路等整備工事委託　　600,513千円

○桑名駅自由通路整備工事に関すること（橋上駅舎等）
＜事業費内訳（繰越含）＞
橋上駅舎等整備工事委託　　1,436,317千円
建物等調査積算業務委託    2,271千円

桑名駅自由通路及び橋上駅舎化整備工事の躯体及び屋根工事が完了した。

令和２年８月30日の桑名駅自由通路供用開始に向け、内装及び設備工事を行うとともに、供用開始後は既
存駅舎の撤去を進める。

今後の方向性

事 業 成 果 　

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,583,074  689,534  392,852  

497,370  

駅周辺整備課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

桑名駅自由通路整備事業費 土地区画整理事業費

ブランド推進事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 中心市街地 都市交流拠点の整備

事　業　目　的

桑名駅周辺は、鉄道により東西に分断され、周辺の踏切等を利用せざるを得ない状況であり、利便性や踏
切通過の安全性の観点から交通機能の整備が求められている。
桑名駅自由通路及び橋上駅舎を整備することにより、高齢者等の移動の円滑化、踏切事故の防止、災害時
の緊急避難経路の確保等、地域住民の安全性・利便性の向上及び都市基盤や交通結節点としての機能強
化を図る。

事　業　内　容

4,687,644  2,039,101  1,076,574  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

218,367  112,622  

2,607,200  1,131,200  571,100  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

桑名駅自由通路の供用開始や桑名駅東口の複合施設整備事業と桑名駅西土地区画整理事業との相乗効
果により桑名駅周辺の賑わい創出を図るため、桑名駅西口駅前広場や区域内幹線道路の整備を集中して
進めていくとともに、桑名中央東員線以南においては空家を中心とした補償を進める。

桑名駅西口周辺を中心とした建物移転補償、蛎塚益生線、８－５号道路整備工事を始め、道路及び宅地整
備工事並びに下水道等の工事を行い、桑名駅西土地区画整理事業が進捗した。
※（％）は計画に対する進捗率
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　平成29年度末 　　　 平成30年度末　　　　 令和元年度末
仮換地の使用収益開始面積（㎡） 　17,703（10.3％）       17,703（10.3％）　　　　18,053（10.5％）
事業費の累計（百万円）          　  　14,164（49.8％）       15,264（53.7％）　　　　16,722（58.8％）
移転補償契約戸数（戸）　　　　  　　 　　193（43.6％）           222（50.1％）　 　　　   247（55.8％）
整備道路延長（m） 　　　　　　  　 　  　1,823（21.8％）         1,864（22.3％）　　　　 2,043（24.4％）
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞　・土地売払収入　5,589千円

事 業 成 果 　

桑名駅西整備事務所

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 都市計画費

土地区画整備事業費 土地区画整理事業費

桑名駅西土地区画整理事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

地理的優位性を活かした元気なまち 中心市街地 都市交流拠点の整備

事　業　目　的

桑名駅西土地区画整理事業区域はJR・近鉄桑名駅の西側に隣接した桑名市の玄関口であるが、駅へのア
クセス道路や駅前広場が未整備で木造密集市街地が連続する等、早急な都市基盤整備が望まれる地域で
ある。
このため、土地区画整備事業の推進により、道路・公園・駅前広場・下水道等の公共施設が整備され、ゆとり
のある生活環境が造られ、駅西口への円滑な交通処理がなされる。

事　業　内　容

○土地区画整理事業に伴う建物等移転補償等を行う。
・建物等調査積算業務委託（完了件数50件）
・建物移転補償（完了件数21件）
・代替駐車場整備工事
○土地区画整理事業区域内のインフラ整備を行う。
・電線共同溝予備設計業務委託　・暫定駅西広場修正設計他業務委託　・６－19号道路修正設計業務委託
・蛎塚益生線、８－５号他道路整備他工事　　・工事負担金（水道工事、下水道工事、ガス工事）
○土地区画整理事業の法的手続き及び進捗の管理等を行う。
・使用収益開始等業務委託
・実施計画変更図書作成業務委託

1,910,761  1,545,396  547,231  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

5,589  

480,327  396,789  150,429  

319,045  238,419  100,602  

1,105,800  904,599  296,200  

5,589  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

公営住宅等長寿命化計画に基づき、市営住宅の計画的かつ効率的な整備を行い、住宅の機能、景観及び
住環境の向上を図る。

地 方 債

そ の 他 5,139  5,601  

事 業 費

計 9,245  9,245  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

県支出金

一般財源 462  

国支出金 3,644  3,644  

桑名をまちごとブランドに 都市デザイン 魅力ある住環境の推進

ビジョン 基本計画 基本事業

住宅ごとに建設年度、立地等を踏まえ、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図り、効率
的に維持管理することで住宅の長寿命化とコスト縮減を図る。

都市管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 住宅費

市営住宅整備費 住宅管理費

市営住宅整備費

〇公営住宅の大規模改修工事（屋上防水工事）実施により、当該住宅の機能を向上させるとともに、住環境
を向上させることができた。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・公営住宅使用料  5,601千円

総合計画
の体系

事　業　目　的

事　業　内　容

○公営住宅の大規模改修工事（屋上防水・外壁改修工事等）
・西森忠市営住宅（３号棟）24戸
　工事概要　　　屋上防水改修工事
　事業費：工事請負費　9,245千円

事 業 成 果 　
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

今後も耐用年数を超過し、老朽化した市営住宅の解体撤去を計画的に行い、住環境の向上とライフサイク
ルコストの縮減につなげる。

○羽田町第二市営住宅３棟12戸及び深谷市営住宅３号の解体撤去を実施し、用途廃止したことで、住環境
を向上しライフサイクルコストを縮減することができた。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・公共施設整備基金繰入金　16,297千円

事 業 成 果 　

都市管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

土木費

 中事業 住宅費

市営住宅解体撤去事業費 住宅管理費

公共施設等解体撤去事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

納税者の視点で次の世代に責任ある財政に・行財政改革 資産の有効活用・モノ 公共施設マネジメント

事　業　目　的

耐用年数を超え、老朽化した市営住宅の解体撤去を行い、住環境の向上とライフサイクルコストの縮減に
つなげる。

事　業　内　容

○公営住宅の解体撤去工事
・羽田町第二市営住宅　３棟12戸
　　　　工事請負費　13,694千円
・深谷住宅３号
　　　　工事請負費　 2,603千円

16,719  16,297  2,603  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

16,297  2,603  16,719  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

老朽化した救急車両及び積載装備品が原因で、緊急出場時に対応ができなくなることを防ぐために、救急車
両の更新基準をもとに、今後も計画的に整備を実施し、さらなる安全・安心を提供する。

老朽化した高規格救急自動車及び積載装備品を更新したことにより、救急活動に関して今まで以上の質の
高いサービスを提供することができ、より迅速な対応が可能となった。

＜元年度決算額(繰越含)その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　24,089千円

事 業 成 果 　

消防本部総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

車両購入費 常備消防費

消防施設整備事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 消防・救急 消防体制の充実強化

事　業　目　的

車両整備計画に基づき、桑名市消防本部配備車両の１台を更新する。

事　業　内　容

桑名市消防署西分署配備の「救急桑名西１」は平成21年度登録から９年経過となり、その使用頻度の高さか
らも更新が必要なため、高規格救急自動車を購入する。

26,981  26,910  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

24,089  

2,822  2,821  

24,159  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

消防本部総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

消火栓整備費 常備消防費

消防水利施設整備事業費

命を守ることが最優先 消防・救急 消防体制の充実強化

消火栓設置による水利整備の充実を行い、老朽化による事故を未然に防ぐことで災害に備え、安全・安心な
まちづくりの構築に繋がった。

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

消防水利の環境整備を計画的に進める事により、火災発生時の消防活動に万全を期する。また、劣化が著
しい消火栓は過去の事故のように市民生活やライフラインに極めて高い危険を及ぼす恐れがあることから、
安全・安心なまちづくりのため早急な対策を行う。

事　業　内　容

消火栓の新設・交換・移設を実施する。
＜事業費内訳＞
・老朽化による改修６基（7,423千円）
・水道管布設替えに伴う移設14基（8,925千円）
・上下水道部によるコストキャップ事業に伴う移設17基（10,377千円）

事 業 成 果 　

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

9,505  

国支出金

県支出金

6,725  

今後の方向性

劣化の著しい消火栓の緊急交換修繕により消防水利の安全確保を図り、安全・安心なまちづくりを構築す
る。

地 方 債 28,200  20,000  

そ の 他

事 業 費

計 37,705  26,725  

一般財源
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

老朽化した装備品や使用期限の切れた消耗品が原因で、隊員が怪我をすることなく安全に現場活動に従事
できるように、今後も計画的に更新購入を図り、更なる安全・安心な住民サービスを提供できるようにする。

地 方 債

そ の 他 1,844  1,844  

事 業 費

計 5,186  5,182  

一般財源 3,342  

国支出金

県支出金

3,338  

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

劣化老朽化した消防用ホース・潜水隊用ドライスーツ、使用期限を越えた空気ボンベを更新購入することに
より、隊員が安全のもと現場活動に従事することができ、質の高い住民サービスを提供することができた。

＜元年度決算額(繰越含)その他財源の内訳＞
・消防本部経費負担金　1,844千円

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

消防業務を取り巻く様々な事案に的確に対応し、消防体制の充実を図るため活動用機器を整備する。

事　業　内　容

○現場活動で劣化した消防用ホースや老朽化した潜水隊用ドライスーツ、使用期限を越えた空気ボンベ・化
学防護服を更新購入する。
・65mmホース20本、40mmホース８本（1,093千円）
・空気ボンベ ４本（423千円）
・ドライスーツ６着（956千円）
・化学防護服４着（2,710千円）

事 業 成 果 　

命を守ることが最優先 消防・救急 消防体制の充実強化

消防本部総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

消防活動用機器整備費 常備消防費

消防活動用機器整備費

86



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

消防本部総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

消防力適正配置調査事業費 常備消防費

消防力適正配置調査事業費

命を守ることが最優先 消防・救急 消防体制の充実強化

・令和元年12月16日：総務安全委員会において、消防力適正配置調査の中間報告
・令和２年４月20日：総務安全委員会協議会において、消防力適正配置調査の結果報告
・消防本部の高台移転や大山田分署の移転等、消防庁舎再編計画の基礎資料として活用することができ
た。
・消防本部管内の災害発生状況及び現状の消防力（消防署所・ポンプ車・救急車・はしご車・救助工作車・化
学車）の運用効果を確認することができた。
＜元年度決算額(繰越含)その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金　4,840千円

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

地域の実情や社会経済の情勢、行財政改革等の視点を踏まえつつ、合理的でかつ妥当性のある消防サー
ビスが提供できるように、消防力の適正配置を検討し、消防本部の高台移転や老朽化している分署の移転
等、消防庁舎再編計画の基礎資料とする。

事　業　内　容

桑名市消防本部管内における道路状況、災害発生状況等のデータを基に、管内で発生する災害に最も効率
的に対処できる消防力の適正な配置を、システム工学的方法を用いて分析し、検討する。

事 業 成 果 　

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

国支出金

県支出金

今後の方向性

消防力適正配置調査の結果を踏まえ、「消防本部の高台移転」と「大山田分署の移転」について、現在の消
防力を低下することなく最適地に移転するとともに、大山田地区の特性を活かし、公共施設マネジメント・公
民連携の観点も含めながら、市民サービスの向上を目指し、大山田地区市民センターとまちづくり拠点施設
とあわせて持続可能な複合施設の建設を検討する。

地 方 債

そ の 他 4,840  4,840  

事 業 費

計 4,840  4,840  

一般財源
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

1,498  1,498  648  

26,400  26,400  12,000  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

26,572  26,572  11,372  

事　業　目　的

洪水などの災害から市民の大切な生命や財産を守るため、情報伝達手段として効果的なデジタル同報系防
災行政無線を整備する。

事　業　内　容

○デジタル同報系防災行政無線整備工事
・子局14基：23,620千円（逓次繰越分）
・施工場所：本庁舎
・施工内容：サブシステム（複数メディア連携装置）整備  29,800千円
○デジタル同報系防災行政無線整備工事監理業務
・400千円（逓次繰越分）、650千円（令和元年度予算分）

54,470  54,470  24,020  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災システムと防災施設などの整備

今後の方向性

継続費を設定（平成28年度～令和元年度）しており、令和元年度で全ての工事が完了した。
今後は、保守点検により維持管理を行っていく。

整備計画に沿って、令和元年度はサブシステムを整備した。

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

防災行政無線整備費 災害対策費

防災施設整備費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

・令和２年度、秋の竣工を目指して備品、什器の購入等の事業を推進していく。

用地造成工事、地質調査、建築設計変更業務及び建築工事を行った。

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

防災拠点施設整備事業費 災害対策費

防災施設整備費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災システムと防災施設などの整備

事　業　目　的

災害発生時における災害応急対策の円滑化を図るため、また平常時において、市民の防災に関する知識の
普及及び防災意識の高揚を図るため、防災活動拠点を整備する。

事　業　内　容

〇造成工事等　105,637千円（繰越明許費）
○星見ヶ丘防災拠点施設建築工事　97,979千円
・工事請負費（電気設備、機械設備、舗装）
〇実施設計・地質調査委託料　2,811千円
・実施設計・地質調査委託料（倉庫棟設計、地質調査）
○建築基準法完了検査手数料等　116千円

381,145  206,543  105,637  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,745  3,943  3,037  

379,400  202,600  102,600  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

4,898  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

4,776  

1,256  1,018  

事　業　目　的

地震や風水害等の災害時に被災者支援に必要となる備蓄用食糧及び資機材を計画的に整備する。

事　業　内　容

○飲料水、食糧等
・飲料水（10年保存）　500箱（500ml×24本入）　1,231千円
・アルファ米（2,250食）　505千円、レトルトパン（1,000食）　346千円、ビスケット類（1,800食）　324千円
・乳児用粉・液体ミルク　132千円、哺乳瓶（2,000本）　292千円
○資機材
・ゴムボート（８人乗り×４艇）　1,443千円、ライフジャケット（32着）　107千円
・トイレ用消耗品（7,000回分）　662千円
・毛布（150枚）　421千円
・LEDライト（270本）　143千円
・乳幼児用おむつ（88袋）　188千円

6,154  5,794  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災システムと防災施設などの整備

今後の方向性

今後も引き続き備蓄資機材等整備計画に基づき、食糧、資機材等を整備していく。

備蓄資機材等整備計画に基づき整備を行った。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　4,776千円

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

備蓄資機材整備費 災害対策費

防災施設整備費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

7,030  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

7,029  

事　業　目　的

南海トラフ地震等の大規模自然災害の発生が危惧される本市において、外部からの応援を円滑に受入れ、
災害対応を迅速かつ効果的に実施できるよう、必要な体制、手順等を定めておくことを目的とし、災害時受
援計画を策定する。また、職員の業務マニュアルを整備する。

事　業　内　容

○災害時、受援が必要な業務を全庁的に整理し、円滑な受援を行える体制を構築するため、災害時受援計
画及び災害時対応マニュアルを作成する。
〇災害時受援計画等策定業務委託：7,029千円

7,030  7,029  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災体制の強化

今後の方向性

令和元年度に計画の策定が完了したことから、今後は庁内照会等を通して、計画の更新を行っていく。

平成30年度末に業者選定と契約、令和元年度から本格的に着手し、災害時受援計画及び災害時対応マ
ニュアルを作成した。
災害時受援計画等策定業務委託：7,029千円
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・地域振興基金繰入金　7,029千円

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

災害時受援計画等策定事業費 災害対策費

災害時受援計画等策定事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

480  457  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

南海トラフ巨大地震における津波想定等を踏まえ、県がDONET情報をもとに津波予測・伝達システムを開発
することから、本市でも同システムを導入し、県及び関係市町と共同で運用する。

※DONET：独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）が運用している地震・津波観測監視システム

事　業　内　容

○津波予測・伝達システム整備費負担金：457千円

480  457  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災システムと防災施設などの整備

今後の方向性

令和２年度は、津波被害のシュミレーションデータ作成を継続し、運用費用負担は88千円の予定である。

令和元年度は、県において、DONETを活用した津波予測・伝達システムの構築（津波被害のシュミレーショ
ンプログラム調整やデータ作成）を実施し、県内19市町でシステム整備費負担金を支払った。

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

津波予測・伝達システム事業費 災害対策費

津波予測・伝達システム事業

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

20  51  

5,500  900  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

事　業　目　的

南海トラフ巨大地震における津波想定等を踏まえ、付近に高台等がない避難困難地域において津波避難施
設を整備する。

事　業　内　容

○津波避難施設の整備
・測量業務：951千円、地質調査業務は未実施

5,520  951  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災システムと防災施設などの整備

今後の方向性

できるだけ早期の完成を目指し、令和２年度９月議会に、設計・施工一括方式（プロポーザル）で補正予算計
上し、整備に取り掛かる。

市として整備方針を決め、地元伊曽島地区自治会連合会と協議し、住民説明会を開催した結果、旧伊曽島
幼稚園跡地に津波避難誘導デッキを整備することとなった。
令和元年度は測量業務のみ実施した。

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

命山整備事業費 災害対策費

津波避難対策事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画

93



令和元年度　決算成果報告書　【一般会計】

所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

851  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

687  

事　業　目　的

令和元年が伊勢湾台風60周年にあたることから、防災啓発、実動訓練の実施を通じて、行政・防災関係機
関・地域住民等の連携を生かした防災力の強化を図るとともに、防災意識の向上を図る機会とする。

事　業　内　容

○国土交通省木曽川下流河川事務所との共催による防災啓発（防災フェア）
○スーパー伊勢湾台風級の大型台風の襲来を想定した高台避難訓練
〇図書館にて「伊勢湾台風」に関する展示及び講演
○桑名市消防による倒壊家屋等からの救出訓練
○桑名医師会による応急救護所設営、応急処理等の訓練　等
防災フェア消耗品：150,438円、仮設トイレ、会場設置等委託料：506,520円　手数料：9,700円　講師料
20,000円

851  687  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 地域防災力の向上

今後の方向性

伊勢湾台風60周年事業は終了した。
国土交通省との共催による防災啓発は継続して行う。

防災フェアの開催にあわせて消防や医師会と連携した実動訓練を行った。
また、図書館にて「伊勢湾台風」に関する展示及び講演を行った。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　687千円

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

消防費

 中事業 消防費

伊勢湾台風６０周年事業費 災害対策費

伊勢湾台風６０周年事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

615  1,020  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,764  746  

事　業　目　的

南海トラフ巨大地震の発生が危惧される中、「南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和元年５月31日、
中央防災会議）」において、地域住民等の避難行動に関し、避難対象地域別の避難場所、避難経路等につ
いて明示することが求められたことから、市内の津波浸水想定区域内の世帯を対象に避難行動に関するア
ンケート調査を実施し、市域内での広域避難計画の基礎資料を作成する。

事　業　内　容

市内の津波浸水想定区域内の世帯を対象に避難行動に関するアンケート調査
○アンケート用紙、返信用封筒等の印刷：854千円
○郵便料（アンケート返信用）：671千円
○アンケート配布委託（シルバー人材）：241千円

2,379  1,766  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 防災体制の強化

今後の方向性

アンケート結果を分析し、基礎資料として、広域避難計画を策定していく。

市内の津波浸水想定区域内の世帯を対象に避難行動に関するアンケート調査を実施した。
回収率：33.9％

事 業 成 果 　

防災・危機管理課

事　業

名　称

予　算

区　分

 消防費

 中事業  消防費

 広域避難計画策定事業費  災害対策費

 広域避難計画策定事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

本事業開始から３年が経過し、SSW等についての理解が深まり、多様な支援方法を用いて課題解決を図っ
てきた。しかしながら、学校現場が抱える課題が多様化、複雑化している中、専門的で組織的かつ適切な対
応や支援が一層求められており、関係機関と協働して支援体制を整備してSSWを始め、SC・SHPの活用を図
り、組織的な支援体制を充実させる必要がある。

＜SSW＞支援対象504人、支援件数607件、関係機関とのケース会議参加人数394人
問題を抱えた児童生徒の環境への働きかけ、関係機関との連携等を通して、教育課題の解決を図った。ま
た、学校内においては管理職や生徒指導担当者を中心に、チームで支援する意識づけを行い、体制づくりを
支援した。
＜SHP＞支援件数2,929人（１年588人、２年547人、３年607人、４年513人、５年357人、６年317人）
SSW・スクールカウンセラー（以下SC）等と連携を取り、気になる児童の見守りや相談を通して、初期対応支
援にあたった。
＜教育相談員＞のべ282件の相談を実施した。子ども本人とその保護者を対象に、子育て・発育発達・不登
校等について相談を受け、カウンセリングや助言を行った。

事 業 成 果 　

学校支援課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 教育総務費

学校指導体制支援事業費 教育振興費

児童生徒指導事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 豊かな心の育成

事　業　目　的

いじめ・不登校・個別の支援・子どもの貧困等、教育現場における課題は多様化・複雑化しており、専門的で
組織的かつ適切な対応・支援が求められている。そのため、幼児・児童生徒・保護者の不安や悩みを解消す
るとともに、福祉的な視点からのアプローチ等により、学習及び生活環境を整え組織的な支援体制を確立す
る。

事　業　内　容

＜スクールソーシャルワーカー、以下SSW＞市教育委員会に臨床心理士や社会福祉士等をSSWとして配置
し、小中学校及び県立学校における福祉的なアプローチが必要な事案に対して、SSWが具体的な指導助言
を行う。また、SSWによる福祉的なアプローチで学校、家庭、地域に働きかけるとともに、学校内外の専門家
が、それぞれの立場の専門性を十分に発揮できるような環境整備に努める。
＜スクールハートパートナー、以下SHP＞SSWを中心とした支援体制のもと、SHPが小学校における日常的
な見守りや初期対応の支援にあたる。
＜教育相談員＞学校生活・不登校・発達等について、臨床心理士・特別支援教育士等による相談窓口を設
置する。

11,101  11,010  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

11,101  11,010  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

25,803  23,979  

1,043  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,042  

事　業　目　的

グローバル化の進む社会において自己実現をし、さまざまな人々と共生するためのコミュニケーション力の
育成を図るために、各小中学校において英語教育が円滑に、また効果的に進められるよう、指導方法、教材
教具の充実を図る。

事　業　内　容

・市立小中学校において、桑名市英語教育プランを推進するため、外国語指導助手（ALT）、英語活動支援
員（JTE）を派遣し、授業の補助や指導教材の作成、校内研修の補助を行う。
・新学習指導要領の全面実施に向けて、英語教育推進校において、研究を進める。
・積極的に英語でのコミュニケーションを図り、交流する場として桑名子ども英語コンテストを行う。

26,846  25,021  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

世界に向けて開かれたまち 国際理解教育 英語教育の推進

今後の方向性

新学習指導要領に基づき、コミュニケーションの資質・能力向上を図るための授業改善をより一層推進する
ために、校内指導体制を確立し、研修を深める必要がある。

①外国語指導助手（ALT：幼小中兼任３名・小専任１名）、小学校英語活動支援員（JTE：12名）を市内各校に
派遣し、授業における指導の支援を行った。児童生徒が英語を使う喜びを味わい、異文化理解を深めた。
②専属の小学校英語活動支援員（JTE：１名）が３・４年生の学級において、週１回担任と共に授業を行った。
「聞く・話す」音声中心の指導により、児童の英語への慣れ親しみを促し、興味・関心を高めることができた。
③桑名イングリッシュデー（参加者　55名）　桑名子ども英語コンテスト（参加者　小学生39名・中学生18名）
英語を使って積極的に発表や、コミュニケーションを図ることができた。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・雇用保険料本人徴収金　34千円　　　　・外国語指導助手家賃本人負担金　1,008千円

事 業 成 果 　

学校支援課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 教育総務費

英語教育プラン推進事業費 教育振興費

児童生徒指導事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

68,152  65,715  

227,300  

30,000  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

30,000  

227,357  

事　業　目　的

新学習指導要領で学習の基盤となる資質・能力に定義された情報活用能力を、桑名の子ども達が９年間の
義務教育を通して身に付けられるようにするため、市内小中学校におけるICT環境の整備を継続的に行って
いく。

事　業　内　容

・新学指導要領実施に伴い、文部科学省より示された「平成30年度以降の学校におけるICT環境の整備方
針」及び「2018年度以降の学校におけるICT環境の整備方針」に基づき、市立小中学校のICT環境整備を継
続的に行っていく。
・調達方法は、機器設定設置・ネットワーク構築・システム保守・動産総合保険・廃棄手数料を含ませた５年
リースにおいて行う。
・校内ネットワーク構築に合わせて、データセンター、高速インターネット回線の利用を開始する。
・情報コーディネーターによる、調達・構築・運用の支援を行う。

552,809  95,715  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 教育環境の整備

今後の方向性

令和元年度に整備した環境を、令和２年度に実施する「GIGAスクール構想」において拡張する。具体的に
は、生徒児童一人一台端末（11,499台）整備、全普通教室へのタブレット充電保管庫整備、体育館のWi-Fi環
境構築、特別教室を含めた全教室のWi-Fi環境構築を実施する。

令和元年９月～令和２年３月　ICT環境整備事業（合計 95,714,786円）
・小中学校校内LAN整備、生徒・児童用iPad1,404台整備、校務支援システム構築、学習用ソフトウェア「ロイ
ロノート」整備、各教室プロジェクタ整備、機器・ネットワーク５年間保守業務。
12,073,320円（月額）×７か月=84,513,240円
・教師用校務パソコン864台整備。　804,438円（月額）×７か月=5,631,066円
・データセンター、高速インターネット回線 小中学校36回線＋教育委員会１回線整備。
767,880円（初月）＋782,100円（月額）×６か月=5,460,480円
・ICTコーディネーターによる情報化支援　110,000円（年額）
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞・情報システム整備基金繰入金　30,000千円

事 業 成 果 　

教育総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 教育総務費

教育ＩＣＴ環境整備事業費 教育振興費

教育情報化事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

2,220  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,902  

事　業　目　的

桑名市におけるブランドの一つである「はまぐり」の歴史や、復活の取組等を学ぶとともに、干潟での潮干狩
りを体験することにより、『桑名の宝』である「はまぐり」を、同じく『桑名の宝』である子どもたちに伝えていく。

事　業　内　容

桑名の名産である「はまぐり」の生態や「はまぐり」漁の歴史等を学習する。干潟（城南沖干潟）で実際に潮干
狩りを体験し、自然の恵みや環境保全等について学習する。
実施時期：10月開催
実施計画：年間９校程度で実施

2,220  1,902  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 地域とともにある学校づくり

今後の方向性

自然の恵みや環境保全の大切さを学ぶ企画として初年度を終えた。１年に９校ずつ実施するため、継続して
事業を行う。

大成小、深谷小、大和小、大山田北小、大山田西小、星見ヶ丘小、長島北部小、長島中部小、伊曽島小の５
年生約390名が参加した。
「はまぐり」の生態や歴史、漁獲量の回復につながった地元の漁師さんたちの取組等についての事前学習
と、実際の潮干狩り体験をあわせることができた。また現地で、漁獲量の回復までの取組や苦労されたこと
のお話を聞くことで、事前学習をより一層深めることができた。
＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　1,902千円

事 業 成 果 　

学校支援課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 教育総務費

くわなの宝はまぐり体験事業費 教育振興費

くわなの宝はまぐり体験事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

良好な教育環境の整備を図るため、計画的にトイレ改修事業を進めていく。

・藤が丘小学校トイレ改修事業
トイレ改修事業を完了し、教育環境の向上を図った。

事 業 成 果 　

教育総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 小学校費

トイレ改修事業費 学校管理費

施設整備費（繰越明許分）

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 教育環境の整備

事　業　目　的

学校トイレの機能改善や環境向上を通じて、良好な教育環境の整備を図る。

事　業　内　容

・藤が丘小学校トイレ改修事業
工事請負費　44,438千円
工事監理業務委託料　1,015千円

50,812  45,453  45,453  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

16,937  15,235  15,235  

75  218  218  

33,800  30,000  30,000  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

2,287  2,229  

1,500  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

1,500  

桑名をまちごとブランドに 文化・スポーツ 文化財の保護・活用

重要文化財等、普段見ることができない貴重な資料を展示・公開する特別企画展は、「地方公共団体は、そ
の地域の特性に応じた文化芸術に関する施策の推進を図るように努める」という文化芸術基本法第４条及
び第35条規定に基づき、桑名地域の豊かな歴史・文化の展覧会を開催（博物館法第３条）する事業であり、
ふるさと桑名に対する市民の理解と愛情を育むとともに「桑名ブランド」の魅力を観光客へPRすることが出来
る桑名市の観光文化の発展に不可欠な事業であることから、今後も継続的に開催していく。

入館料：500円　来館者数：2,573人　日数：26日間　図録販売数(期間内)：403冊(購買率6.3人に１人)
会期：令和元年10月26日(土)～11月24日(日)
伊勢を離れ、京都に出てすぐに描いたと考えられる≪菊慈童之図≫や、87年ぶりの公開となった≪夕ぐれ≫
等の貴重な作品を一堂に展示することができた。入館者も目標人数を達成することができ、好評をいただい
た。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・博物館使用料　610千円　　・刊行物等売払収入　490千円　　・文化事業助成金　400千円

事 業 成 果 　

ブランド推進課

事　業

名　称

予　算

区　分

 中事業

特別展示費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

事　業　目　的

明治から昭和にかけて活躍した三重県出身の女流画家「伊藤小坡」の展覧会を開催する。当館においても
平成３年、平成21年の２度に渡り開催しており、いずれも入館者数や図録販売数等で高い評価を得ているこ
とから、これまで展示されてこなかった作品を含め展覧会を実施する。
また、戦前期において画壇の中で活躍した女流画家をとりあげることで、現在の女性活躍の推進について考
える機会とする。

事　業　内　容

○特別企画展「京都画壇を代表する女性画家　伊藤小坡　－まなざしにみちびかれ－」
各地より伊藤小坡及び小坡に関連する画家の作品類を借用し、日本画の鑑賞を通じて文化財への理解を
深めることを目的とする。

会期：令和元年10月26日(土)～11月24日(日)　26日間
教育普及事業：展示解説会、博物館・図書館連携セミナー
主な借用先：四日市市、三重県立美術館、木下美術館

教育費

社会教育費

博物館費

ブランド推進事業費

今後の方向性

3,787  3,729  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

本事業は令和元年度のみ本市が担当した。県展は他市町において今後も継続して開催される（ただし、令和
２年度は新型コロナウィルス感染症の影響で中止となった）。
今後も県展が本市で開催される際は、令和元年度の開催実績を活かし、市内外の方々にご来場いただける
会場設営及び周知に努める。

開催期間の５日間で1,021人の来場があり、計画入場者数（1,000人）を上回った。
来場者の128人からアンケートの回答をいただき、満足度が高いとの回答は98.3％となった。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　918千円

事 業 成 果 　

ブランド推進課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 社会教育費

みえ県展移動展開催事業費 文化振興費

みえ県展移動展開事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 文化・スポーツ 文化芸術活動の推進

事　業　目　的

本事業は、みえ県展の移動展として開催している。みえ県展は県民の創作意欲を高めるとともに、美術に対
する理解を一層深め、県の美術水準の向上に寄与することを目的としている。その関連事業として桑名移動
展を開催し、南北に長い三重県で、来館が困難な県民にむけて来場いただけるようアプローチを行う。

事　業　内　容

みえ県展は日本画・洋画・彫刻・工芸・写真・書の６部門で構成され、出品作品は有識者により審査を実施し
ている。

本市での移動展は、令和元年７月20～25日（23日は休館）の５日間、NTNシティホールにて開催した。
入賞作品59点及び桑名市・いなべ市・木曽岬町・東員町の入選作品の展示を行った。

928  918  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

918  928  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

今後も、正規調理員の退職に伴い給食調理業務を民間業者に委託する。

小学校給食では既存の給食施設を使用し、自校方式での調理業務等委託を行い、合理化、効率化を図るこ
とができた。給食備品の買い替えや修繕、施設修繕を行い、また、全調理員を対象とした衛生管理研修の実
施、衛生管理等の徹底をすることにより、安全・安心な学校給食を提供することができた。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　25,311千円

事 業 成 果 　

教育総務課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 保健体育費

新規給食調理等業務委託導入事業費 学校保健体育費

学校給食事業費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

こどもを３人育てられるまち 学校教育 健やかな体の育成

事　業　目　的

 学校給食法に基づき児童・生徒に安全・安心な学校給食を提供することは、心身の健全な発達に重要な役
割を果たすものである。既存の給食施設を使用し、安全・安心な給食提供を確保したうえで合理化・効率化
を考え、給食調理業務等の民間委託を進める。

事　業　内　容

正規調理員の退職に伴い正規調理員を配置できない小学校が出てくることから、給食調理業務等を民間業
者に委託している。平成31年４月より新たに２校（桑部小学校、深谷小学校）において民間業務委託を実施し
た。
委託料：25,311千円
また、委託校においては、各校に衛生管理責任者が必要であるため、市で採用する学校栄養補助員を配置
し、安全・安心な学校給食の提供を維持する。

25,311  25,311  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

25,311  25,311  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

三重とこわか国体の開催に向けて、本市開催競技を円滑に運営するために必要な事業を実施していく。

いきいき茨城ゆめ国体（笠間市・取手市）を実際に現地視察することで、本市開催競技の具体的な運営内容
が確認でき、大会開催に向けての準備を進めることができた。
啓発物品（フリクションボールペン500本、手提袋500袋）を作製した。
三重とこわか国体桑名市実行委員会設立発起人会を開催し、実行委員会設立の準備を進めた。

＜元年度決算額（繰越含）その他財源の内訳＞
・ふるさと応援基金繰入金　　773千円

事 業 成 果 　

生涯学習・スポーツ課

事　業

名　称

予　算

区　分

教育費

 中事業 保健体育費

国民体育大会開催準備経費 社会体育振興費

スポーツイベント関係経費

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 文化・スポーツ スポーツ活動の支援

事　業　目　的

第76回国民体育大会において、桑名市で開催される競技会の円滑な運営を行うために必要な準備をする。

事　業　内　容

三重とこわか国体桑名市実行委員会設立発起人会設立
開催推進に伴う調査・広報啓発

863  773  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

773  863  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

復旧工事未了分を引き続き進め、早期の復旧完了を目指す。

・上松白川河川災害支援業務　完了
・準用河川力尾川災害復旧支援業務　完了
・支持力試験業務　完了
・力尾川河川災害復旧工事（国災第92）　完成
・力尾川河川災害復旧工事（国災第93）　完成
・上松白川河川災害応急本工事　完成
・多度町御衣野河川修繕　完成

事 業 成 果 　

アセットマネジメント課・土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

災害復旧費

 中事業 公共土木施設災害復旧費

河川施設 河川施設災害復旧費

河川施設

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

命を守ることが最優先 防災 その他

事　業　目　的

令和元年７月の豪雨に起因して上松白川の護岸及び河川の管理用道路擁壁が損傷したこと、９月の豪雨に
も河川が損傷していることにより、災害復旧費を早急に着手する必要がある。

事　業　内　容

・上松白川河川災害支援業務
・準用河川力尾川災害復旧支援業務
・支持力試験業務
・力尾川河川災害復旧工事（国災第92・国災第93）
・上松白川河川災害応急本工事
・多度町御衣野河川修繕

70,648  38,606  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

22,254  6,255  

25,594  20,229  

22,800  12,122  
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

17,960  15,135  

5,500  4,099  

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

8,440  5,486  

事　業　目　的

令和元年７月、９月の豪雨に起因して道路施設が損傷、崩落していることにより、災害復旧を早急に着手す
る必要がある。

事　業　内　容

・市道深谷柚井線災害復旧支援業務
・市道野田線道路復旧工事
・市道力尾工業団地１号線道路災害応急本工事
・市道深谷柚井線道路災害復旧工事
・市道古野ゴルフ場線道路法面構造物撤去工事
・市道古野ゴルフ場線道路応急修繕工事
・市道古野ゴルフ場線道路法面復旧工事
・市道古野ゴルフ場線道路法面保護工事
・多度町小山地内他道路修繕工事
・多度町御衣野道路修繕

31,900  24,720  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

基本事業

命を守ることが最優先 防災 その他

今後の方向性

復旧工事未了分を引き続き進め、早期の復旧完了を目指す。

・市道野田線道路復旧工事完成
・市道力尾工業団地１号線道路災害応急本工事完成
・市道深谷柚井線道路災害復旧工事完成
・市道古野ゴルフ場線道路法面構造物撤去工事完成　　・市道古野ゴルフ場線道路応急修繕工事完成
・市道古野ゴルフ場線道路法面復旧工事完成　　　　　　 ・市道古野ゴルフ場線道路法面保護工事完成
・多度町小山地内他道路修繕工事完成
・多度町御衣野道路修繕完成

事 業 成 果 　

アセットマネジメント課・土木課

事　業

名　称

予　算

区　分

災害復旧費

 中事業 公共土木施設災害復旧費

道路施設 道路橋りょう施設災害復旧費

道路施設

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画
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所属　：　

 款

 項

 目

 大事業

今後の方向性

被災した農業用施設を復旧し、農業基盤を提供する。

豪雨により被災した農業用施設について、機能の回復を図った。

事 業 成 果 　

農林水産課

事　業

名　称

予　算

区　分

災害復旧費

 中事業 農林水産業施設災害復旧費

農業用施設 農林水産業施設災害復旧費

農業用施設

総合計画
の体系

ビジョン 基本計画 基本事業

桑名をまちごとブランドに 農林業 農業生産基盤の強化および整備

事　業　目　的

令和元年９月４～５日豪雨に伴い被災した農業用施設（用排水路・農道・ため池）を復旧する。

事　業　内　容

○用排水路
・御衣野地区排水路災害復旧工事　他
○農道
・農道古浜14号線災害復旧工事　他
○ため池
神田ため池災害復旧工事　他

120,212  61,492  

事 業 費

計

国支出金

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

決算額　　（単位：千円）

元　年　度
予算現額（繰越含）

元　年　度
決算額（繰越含）

うち元年度決算額
繰越分

24,142  8,983  

92,670  49,109  

3,400  3,400  
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